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第1部　研究計画
第1章　背景と問題意識
第1節　背景
1993年秋、日本の科学技術政策研究所と中国の科学技術促進発展研究中心の関
係者の会合において、コンピュータの技術移転の問題について議論がなされた。
中国にとって、コンピュータは将来の社会に重要であり、コンピュータに関す
る技術導入は極めて重要な課題である。そこで、中国に対するコンピュータ技術
移転の共同研究の実施可能性について日中間で模索してきた。1995年夏、共同研
究を行うこととし、研究の焦点は中国のコンピュータ技術移転の現状分析にあて
ることとした。
国際的な科学技術政策上の対話における一つの題目として、技術移転の必要性
が多く語られるが、国際的な技術移転についてはその実態及び進捗のメカニズム
が十分理解されないままに、国際政治上の議論となっていることが多いと考えら
れるので、本研究では技術移転の現状把握を行うべきだと考えた。
そのように考えた背景として、国際技術移転問題の論議について略述する。途
上国諸国は独立後、経済を発展させるにあたり、南北の経済格差の一因は、先進
国の技術独占であり、技術移転が必要という主張を唱えてきた。それに対し先進
国側は、政府間での技術協力を進めたが、他方、産業技術については企業が所有
するものであって、その移転については政府は関与できるものではないという立
場をとってきた。一般に南北間の技術移転をめぐる国際政治上の議論は、抽象的
な意見の対立に陥りがちであった。
1970年代後半から状況が変化した。NI E S、A S E A N、次いで中国、イン
ドなど東アジア諸国の工業化が急速に進んだ。それは各国民の勤勉、政府の産業
政策等によるところが大きかったが、外国企業の投資による、資本と技術の移転
も大きな要因であったといえる。アジア諸国の工業化のパターンとして、外国か
らの投資を引き金とするスタイルが近年定着しているかにみえる。今日、技術移
転が進むかは否かは、先進国からの投資と製品の貿易をいかにうまく拡大できる
か、そして技術の受け手が技術吸収力を持っているかにかかっている。技術移転
は抽象的な政治上の議論から脱却して、具体的な技術的、商業的な事柄になって
きたとみることができる。途上国が技術移転を進めるには、投資、貿易に関する
障壁の除去と、国内の教育、産業基盤、研究開発のレベルを向上させることが必
要である。結局、技術を導入する国の技術吸収の努力とその体制整備が、技術移
転の成否に決定的に重要であるということが、近年のアジア諸国の経験により明
らかになった。
第2節　問題意識一一中国の技術移転状況の明確化
中国は巨大な人口を有し、また、科学技術面でも有数の力を持っている。しか
し、産業技術に限れば、中国はまだ先進国から技術移転を進める必要がある。近
年、中国のパーソナルコンピュータ（以下、パソコンと略記）の生産はI B M互
換機を中心に増加しており、技術進歩も目覚ましい。しかし更に中国のコンピュ
ータ需要は急増するので、それに対応していくためには一層の中匡‖司内の技術進
l一一1－
歩が必要である。外国からの投資、技術移転、技術吸収、技術普及というサイク
ルを早く築く　ことが中国にとって望ましい。
そのようなことから中国へどのような形で技術移転が起きているのか、現状を
明確化することが有益と考えられる。パソコンの技術移転が、現実にどのように
起きているのかを分析し、現実認識を深化させることは、科学技術及び産業政策
の立案に資するものと考えられる。
パソコンについて技術移転を分析するには以下のような事情を考慮に入れるべ
きであると思われる。第一に、技術の移転は中国のコ　ンピュータ関連企業の発展、
市場・政策の展開等と複雑に絡み合う事柄である。基本的な知識として、中国の
それらの事情を理解することが必要と考えられる。第二にパソコンは各種の技術
からなりたっている製品であり、それらの技術についてある程度分析的にみてい
く必要がある。第三にパソコンについては多く　の国が生産面で得意分野を有して
おり、技術、機械設備、部品などが各国が相互依存する形で、生産が行われると
いう、いわば国際的な体制が形成されている。中国に対する世界各国からの技術
移転はそれに規定されていると考えることができる。以上のような考え方に立ち、
中国のコンピュータの生産と技術に関する状況を理解したうえで、世界各国から
中国への技術移転の構造を明らかにする調査を行う　こととした。そのためアンケ
ート調査やインタビュー調査の対象は、パソコンを生産する中国企業を中心とす
るものとなった。
なお、本文の記述は、第1章から第4章までは日本、第5章は中国が、第6章
から第8章は日中共同で行った。
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第2章　研究の目的と留意点
（1）研究の目的は、中国に対するパソコンの技術移転の進展の状況を明確化す
ることである。そのため、国際生産体制を視野に入れつつ中国のパソコン産業の
発展及び技術移転の様子を調査する。
（2）視点と留意点
技術移転の態様は、直接投資、ライセンシングなどによる技術（ソフト）の輸
出入、生産設備に体化された形での技術の輸出入、人の移動に伴う知識、ノウハ
ウの移転等多彩なものがある。そのため本研究では、技術移転に関するいくつか
の態様に即して多角的に状況を分析していく　こととする。合弁企業等の直接投資
の動向、機械設備の調達状況、技術輸出入、部品の調達状況等に注目する。
パソコン生産に関連する機械設備・部品の技術移転については、国内または海
外からの調達状況からある程度の状況が推察できると考えられる。
留意点としては、第一章で述べた点であるが、パソコン生産技術を分析的に調
べる必要があること、中国国内の企業の生産、技術、研究開発力及び市場と関連
する諸制度・政策について調査する必要があること、国際的な生産動向を理解し
ておく必要があることがあげられよう。
その他に、日本語と中国語の言葉の意味の違いがある。日本語と中国語では同
じ言葉でも意味が異なる場合がある。
「科学」、「技術」　・・日本語では、科学、技術という活動ないしはその内容
といったソフトを意味する言葉である。他方、中国語では、日本語の意味に加え
て、科学技術を利用してできている製品それ自体を指す場合もある。
「技術輸出入」　　・日本語では、ソフトである技術の貿易を指す。プラント輸
出入を技術輸出入ととらえることもないとはいえないが、通常はソフトの貿易を
意味している。
中国語ではその意味に加えて機械設備自体の輸出入も意味に含む。統計におい
ても高度な技術を体化した機械設備、プラントの輸出入も含まれている。
本研究は中国企業に対する調査が中心なので、「技術輸出入」に関する調査の
内容は主として中国語の意味で使われている。
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第3章　調査手法
中国のパソコン産業の状況及び政策について文献調査を行った。それをもとに
技術導入の主体となる中国のコンピュータ関連企業に対しての実態調査及び技術
導入に関する意識調査をアンケートにより行った。補完的に、中国企業に対して
イ　ンタビューを行った。
（1）文献調査
日本、中国及び世界のパソコンの生産構造及び、特に中国の市場や企業、政策、
制度について調査した。
（2）アンケート調査
技術移転の進捗状況を多面的に調べるため、1995年9へ－11月に電子工業部が20社
のアンケート調査を実施した。アンケート案は中国の科学技術促進発展研究中心
と日本の科学技術政策研究所が共同で作成した。アンケートの主な項目は以下の
通り。
（丑パソコン生産企業のプロフィール作成
企業名、経営形態、技術的特徴、生産高、研究体制、主要機種等
②主要工程における設備の国内自給度及び外国依存度、技術の外国依存度
③技術導入の効果の評価や、技術導入に関する問題点に関する意識等
④技術者の不足度、技術情報の獲得の仕方等
（3）インタビュー調査
アンケート調査を補完するものとしてインタビュー調査を行った。
また、パソコンの生産工場における主要部品等の自給度について質問した。C
P U、メモリ、ディスプレイなどの主要部品が国産品か、輸入品かという調達先
等を聞いた。
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第2部　パーソナルコンピュータの生産と技術発展の状況
第4章　国際生産体制と日本の生産、貿易、投資の動向
第1節　国際生産体制
（1）技術の特性
パソコンは、1970年代後半から米国を中心に進歩してきた。I B Mのパソコン
は1980年代初頭に技術が公開され、その後パソコンはI B M互換機を中心に発達
してきた。パソコンの技術進歩は著しく、極めて早い世代交代をする製品である
ので、技術革新に追いついて、市場ニーズに合う製品を生産することが、パソコ
ンメーカーの経営にとって重要な点である。日、米においてもパソコンメーカー
のシェアは大きな変動をみせている。また、性能とともにブランドが大きく売れ
行きを左右する製品である。
（2）世界の生産体制
パソコンは技術革新のスピードが著しく、また技術の裾野が広い。早い段階か
ら生産拠点が各国に広がっており、工程間の分業も進んでいるとみられる。
米国がパソコン技術の主要な開発国であり、日本、台湾、欧州、韓国、シンガ
ポール等がパソコン及び関連製品の開発、生産国になっている。［1］
（i）基本的なパソコンのアーキテクチャーやソフト、C P Uについては米国が開発
を行っている。
（ii）日本は日本語処理、ノート型パソコン、メモリ、液晶表示板に優れている。
（iii）台湾はO E Mのパソコン生産、マザーボード、ディスプレイの生産が多い。
（iv）シンガポールは米国系企業の子会社を中心にして、ローエンドのパソコン組
立、ハードディスクなどの生産が多い。
（Ⅴ）韓国は自国メーカーのパソコン生産が多いとみられるが、近年、競争力低下傾
向がみられる。
（vi）ハードディスクについては、米国企業が大半を占めている。生産地はシンガ
ポール、タイ、マレーシアが多い。
（vii）フロッピィディスクはアジアでの生産が多い。最近ではタイ、マレーシアで
の生産が多い。
（viii）プリンターは米国、日本が強い。
このような国毎の特徴が、中国に対する技術移転のしかたに影響を及ぼしてい
ると考えられる。
第2節　日本の市場と生産、貿易
国際生産体制の一部として特に日本の状況を述べる。
（1）日本の市場と生産
1980年代後半から1990年代はじめにかけて日本では、日本語処理を必然的に伴
うことから、独自のマーケットとして発達した。I B M－P Cとは異なった独自
のアーキテクチャーの製品を作る国内メーカーの市場占有率が高かった。1994年
の国内売上台数は300万台であったが、1995年は約570万台へ増加した。部品は各
ー5－
国から調達し、パソコン本体の生産は日本で行うものが多いとみられる。しかし、
最近、台湾のO E M生産が増加しているといわれている。
日本のパソコンの輸出は1993年ではノート型がほとんどを占めており、日本メ
ーカーは小型パソコンの設計、生産に優れていることを示している。
また、半導体、記憶装置、プリンタ等の部品や周辺機器では日本の競争力は強
い。［1］
図4－1　日本のパソコン生産台数、金額
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（2）日本の対中貿易
日本から中国へのコンピュータ類及び半導体等電子部品の輸出の状況をみると、
1994年に世界に対する輸出のうち中国向けが占める割合は、コンピュータ類が0．
図4－　2　　日本のコンビュ胃夕類の輸出額
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大蔵省・外国貿易概況
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3％、半導体等電子部晶は1．2％であり、大きく　はない。1982年から1994年の間、コ
ンピュータ類は、中国向けの年平均増加率は、世界に対する輸出額の年平均増加
率を下回っている。
図4－　3　　日本の半導体等電子部品の輸出額
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第3節　中国との関係
技術移転の有力な形態である直接投資について概観する。最初に日本企業の動
向を、次いで世界の企業の対中投資の動向を文献から概観する。
（1）全般的な投資動向
1978年から始まった中国の開放政策は、段階的に強化された。日本からの直接
投資は90年代に入り大きく増加した。
1988年以前はココムの規制が強く、日本から中国へのコンピュータの技術移転
は少なかった。徐々にココムは規制が緩和され、1990年頃から日本企業は中国に
対する技術移転を進めた。
中国の対外開放政策は概略以下のようである。
1978年に対外開放政策が導入された。
1984年から100％外資投資を認めた。
1990年に合弁法が改正になり、合弁企業の国有化を行わないこととされた。
1992年の社会主義市場経済への転換により、中国の対外開放は加速した。
その主な柱は以下のようである。
①誘致できる業種の増加　　　　（サービス業の追加）
②国内市場の開放　　　　　　　（製品の国内販売を緩和）
③進出企業の輸出義務の軽減　（輸出義務の緩和）
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④解放地域の増加が行われた。（内陸部都市の対外開放増加）
図4－4－1　日本の対中国直接投資額の推移
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図4－4－2　　日本の直接投資件数
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図4－　5－1　中国向け製造業直接投資の内訳
（金顕、1994年）
大蔵省国際金融年報
図4　－　5　－2　　日本の製造業の対中投資
（金額、用94年）
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（2）企業の投資行動
①日本企業の中国に対する投資をみると、サービス業が先行し、製造業は後発
であった。
②ココム解消後、電子機器の投資が増加した。
日本のパソコン・周辺機器メーカーの中国への進出は1993年以降大きく増加し
ている。パソコン本体より　も周辺機器（プリ　ンタ等）が多い。
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③コンピュータの生産では、日本企業より米国企業が早く投資展開している。
表4－1　中国における日本企業の合弁等の生産状況（業界団体資料より）
＜1993年以前＞
企 業 生 産 品 目 操 業 年 場 所 日本 側 出 資比 率
（彰パ ソ コ ン な し
】
② 周 辺 機 器
ス ター 精 密 プ ID タ 89年 大 連 100％
セイコ胃エプ ソン ／ 〝 天 津 50％
／ 〝 85年 深 別 100％
③ 集 積 回路
日本 電 気 集 積 回 路 91年 天 津 40％
参考　台湾、香港に対する日本企業の進出
台湾
船 井電機 パ ソコ　ン 71年 台 中 100％
松下電器 ／1 90年 中和 84％
ブ ラザ ー プ ィスプレイ 78年 高雄 100％
岡谷電 産 半導体素子 74年 台 中 49％
セイコーエプソン ブ ィスプ レイ 80年
69年
／ 100％
100％
三洋電機 集積 回路 ／
日立 デ ィスプ レイ ／
日本電 気 集積回路 58年 台 北 42％
富士電 気 集積回路 81年 桃 園
香港
セイコ胃エプソン ブィスプ レイ・
プリンタ
パソコン・プリン
74年 香港 100％
日本電 気 89年 香港 100％
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表4　－　2　　中国における日本企業の合弁等の生産状況
＜1993年以降＞　（新聞記事より作成）
①パソコンメーカーの進出
企業名 事項 年 場所
富士通一浪潮電子 パソコン輸出 95年 済南
N E C 胃長江計算機 パソコン合弁生産
E
95年
】
上海
②周辺機器の海外展開増加
企業名 生産 品 目 年 場所
飯山電機 デ ィス プ レイ 93年 遼寧省 丹東
ミツ ミ電機 フロッピ ブー ィスクドライブ 94年 青島
ミツ ミ電機 C　D　－　R　O M 94年 天津
トーカ ド ニ ッカ ド電池 94年 珠海
広 東省番寓
T　D　K ハー ドブィスクヘッド 95年
フォスター電機 ス　ピーカー 95年
アルプス電気 キー ボ ドー、スイッチ 95年 北京
ソニー CD－ROMピックアップ 95年 上海
共立製磁 アル ミナ基板 95年 蘇州
T　D　K 偏向 ヨー クコアの増産 96年 大連
参考
①日本以外の外国企業の中国におけるパソコンの生産・販売等
企 業 名 事 項 年 場 所
コンパ ックー 中国 電 子 パ ソ コ ン生 産 92年
天 津
広 州
天 津
I
ブ ル パ ソ コ ン販 売 93年
ASTリ1「チー 天 津 中環 パ ソ コ ン生 産 93年
DEC一北 大 方 正 パ ソ コ ン生 産 93年
韓 国 三 宝 コンピ ュ ター
ー 四 通 集 団
一上 海 中電 公 司
I B M 一長 城
パ ソ コ ンO E M 供 給
パ ソ コ ン生 産
94年
94年
コンパ ックー 四通 集 団 〝 94年
ファー ストインタナショナル 〝 94年
マイダック 〝 94年
I B　M ／ 94年
ヒュ レーットパ ッカ ドー ／ 95年
香 港 中后 ／ 95年
韓 国大 字 ／ 95年
仏 国 ブル ／ 95年
I B M 一長 城 深 別 ／ 95年
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②日本以外の外国企業による中国における周辺機器・部品の生産
企業名 生産品目 年 場所
マイタック （台） モ二ダ、キーボ ドー等 94年 広東省順徳
シーゲー ト （米） ハードディスク 95年 江蘇省無錫
イ　ンテル　 （米） 集積回路 95年 上海
（3）日本の投資による合弁企業における経営上の問題点
コンピュータ関連企業の対中投資が活発になってきている状況は以上で明らか
であるが、合弁企業がうまく運営されているのであろうか。それを探る手がかり
としてここでは、電子、コンピュータに限らず、一般論としての合弁企業の運営
に関する問題に触れる。
合弁企業の運営には多くの問題が付随している。1995年2月の日中投資促進機
構の第3次アンケート調査等［8］［9］においては、費用高騰、税制、原材料資材調
達、生産品質管理、法制度の問題、労務人事問題、雇用定着問題などが問題点と
して挙げられている。その他にも、事前調査において必要な情報、資料が入手し
にくい、インフラ未整備、外資企業設立手続きの煩雑性、外資側に対する要求
（厳格な外貨バランス、高い輸出比率）、土地使用権の高すぎる評価、技術移転
に対する強い要求とソフトに対する低い評価等があげられる。
また、製造業では一度移転した技術の継続的な高度化がうまくいかないことが
多い。継続的な技術の吸収、モデルチェンジを迅速に行えるだけの開発・設計面
での能力が重要である。
以上に挙げられた点については、日本企業が中国のビジネス環境を良く理解し
ていないことに起因するものもあると思われる。また中国の国際化が進むにつれ
て、そのような事態は改善されているものもあると思われる。
また逆に、中国人の勤労者からみた日本企業のイメージはあまり良くないとい
う調査結果がある。［10］
・日本人の中国人に対する接し方に問題があるとみられている。
細かいところにうるさい、いぼっている、中国人に強要する。
・日系企業では賃金が低い、福利厚生の貧弱さが問題であるとされている。そ
の結果、日本企業は欧米企業や香港の企業に比べて人気がない。
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第5章　中国のコンピュータ産業、市場、政策
本章では、中国のコンピュータの産業、市場、政策、関連する制度等について
基本的な事項を整理した。第1節にコンピュータ全体についての中国の歴史的な
発展状況を記す。第2節に中国のコンピュータ生産、市場等及び技術の現状を記
す。第3節に中国のコンピュータの産業政策について、第4節に第9次5カ年計
画について記す。
第1節　中国のコンピュータの発展の歴史
（1）初期
中国では1950年代の中～後期にコンピュータの発展が始まった。1956年に制定
された「十二カ年科学技術発展計画」の中において、コンピュータを重点計画の
一つと位置づけている。
1958年に初の小型真空管コンピュータ「103」機が、1959年に初の大型真空管コ
ンピュータ「104」機が相次いで開発された。1960年代はじめから中頃にかけて、
北京、天津、上海等で自主的に第二世代の半導体デバイス（トランジスター）コ
ンピュータの開発に成功し、かつ小規模なロットで生産を開始した。1960年代の
開発は、軍事・科学用に進められた。［4］
1971年には、第三世代の小規模な集積回路コンピュータの研究開発に成功した。
この期間に、全国の多くの部門と地区で続々とコンピュータの研究・開発・生産
企業が設立された。多くの高等教育機関でコンピュータ科学及び工程面での学部
や学科を開設し、研究、設計、製造及び応用部門に多数の専門技術者を送り出し
た。1973年に至り、中国はコンピュータの研究開発及び生産を加速した。1974年
8月、ミニ汎用コンピュータが開発され、続いて北京、天津、上海、江蘇、山東等
の十数か所の工場で小規模なロット生産が始まった。しばらく　して、ミニ機シリ
ーズ、大中型機シリーズ、マイクロ機シリーズ等が相次いで開発に成功して、ユ
ーザーに提供された。この数種のシリーズは、多くが国外の相応のシリーズ機の
長所を取り入れ、かつソフトウェアの互換性を有している。
これと同時に、中国の漢字情報処理システム工程の研究開発事業も大きな進展
を見せた。漢字情報処理技術の発展は中国コンピュータの研究開発、生産及び応
用に大きな役割を果たした。
（2）第6次5　カ年計画
1980年代に入り、特に第6次5カ年計画（1981年～1985年）の期間は、中国の
コンピュータ工業は「対外開放、対内では経済を順調に進める」という国民経済
を調整する政策に沿って、サービス面と産業構造等の面で積極的な調整を行った。
マイクロコンピュータ及び外部付属設備、ソフトウェアが急速に発展し、科学研
究と開発、生産製造、応用サービスと人材育成等において進歩をとげた。コンピ
ュータ工業は第一段階として発展を遂げ、ハードウェア製造業と情報処理サービ
スの二大部門を含んで成り立つ新興工業部門となった。
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（3）第7次5　カ年計画
第7　次5　カ年計画（1986年～1990年）の期間において、中国のマイクロコンピ
ュータはすでに新製品の開発、創造段階に入った。国産のマイクロコンピュータ
は単一の機種から多機種、製品のシリーズ化への方向に発展した。そのうちパー
ソナルコンピュータでは長城286が代表的な製品となった。
1987年、各CPU廠が生産に用いる素子・デバイスを積極的に輸入製品から国産品
に香え、大規模に取り付け品及び付属品を製造し、協力組み立て体制を作り、ホ
ストマシンの国内組み立てレベルを高めた。セット機械の生産方式はすでにノッ
クダウン方式で組み立てを行うことから、徐々に主要部品だけを輸入し、組み立
て生産を主にするようになった。素子・デバイス廠はマイクロコンピュータ組み
立て部品である集積回路、コネクタアセンブリ、ケーブル、モーターを研究開発
し、品質保証と試用を経て、規定の基準に適合した。現在、主流のマイクロコン
ピュータのプリ　ント板、電源、マシンカバー等については国産化が実現している。
1990年には、中国のコンピュータ製品の応用範囲が拡大し、技術レベルも上昇
し、10のコンピュータ企業が全国電子上位100企業に選ばれた。連想コンピュータ
グループのCPU板、ディスプレーカード等のボード製品の生産販売量は500万枚を
突破し、国際市場に占める量はかなり高くなった。
中国国内の16の主なコンピュータソフトウェアの開発企業は全国情報化基準委
員会と委員会を設立し、中国語ソフトウェアの規範と基準の制定を行った。国家
知能コンピュータ研究開発センターが開発した中国初のマイクロプロセッサーチ
ップで構成されたマルチプロセッサーシステム「曙光一号」が、開発された。
北京三九実業総公司の情報技術研究所が開発したマイクロコンピュータC－Ada編
集翻訳システムは国内初のUNIX環境の下、自ら設計開発した大型実用編集翻訳シ
ステムである。
16ビットのマイクロコンピュータ、ワークステーショ　ン及び中華学習機等の領
域で、60余の品種の新型が開発され、数種の常用外部設備の生産、工程等の面で
の技術課題が克服された。特に光ディスク装置における課題成果は海外の同類の
水準に相当した。16ビットのマイクロコンピュータ専用の素子・デバイスの国産
化に関する課題は49項目で、すでに46項目が規定の目標に到達しており、そのう
図5－1　中国計算機企業技術人員割合
1986　　　　　1987　　　　　1988　　　　　1989　　　　1990　　　　1991
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ちマイクロコンピュータ端末用のマルチラミネートセラミ　ックコンデンサーネッ
トワークが80年代の末の国際水準に達し、　51／4インチと31／2インチの磁気ディ
スクドライバーブラシレス直流モーターが、開発された。紫金磁気ディスク操作
システム及び200あまりの応用ソフトウェアパッケージが開発され、さしあたって
の国内の需要を満たした。
第7次5　カ年計画期間中において、中国のコンピュータ企業の技術開発能力は
進歩した。企業において技術者の割合は上昇した。これが第8次5　カ年計画の期
間の中国のコンピュータ産業の発展の基礎となった。
（4）第8次5　カ年計画
1990年代は中国のコンピュータ産業は大発展を遂げた。第8次5　カ年計画（19
91年～1995年）の初期には、中国コンピュータ産業には約200の企業があり、それ
に関わるすべての従業員数は10万人前後であり、総生産額は50億人民元であった。
第8次5　カ年計画では、1995年末にはコンピュータ工業の総生産額が176億人民元、
輸出による外貨獲得は10億米ドルに達すると予測していた。
この期間に中国のコンピュータ情報産業は急速に発展した。パソコンの生産台
数は1991年に10万台であったのが、1995年には50万台になった。約5倍の増加で
ある。国内販売台数は1991年に10万台であったのが1995年には118万台になってい
る。増加率は11．8倍である。
1995年のコンピュータ産業の生産額．は、1991年の約8倍となった。年平均増加
率は67．2％である。1995年には、全国各地でコ　ンピュータの生産、販売、サービス、
メンテナンス業務を行う企業は約1万5千に及び、従業員数は約30万人となった。
そのうち、ハードウェア及びソフトウェアの生産企業は1000を占めた。中国コン
ピュータ産業の中で、大型企業グループはこの期間に成長した。連想、長城、浪
潮、長江、北大方正、738廠、734廠、北京計算機三廠等の基幹的企業の生産額は
1994年にコンピュータ産業の総生産額の80％を占めるに至っている。これら企業
の技術開発速度は世界のパソコンの技術発展速度と同じであり、国内で生産され
るパソコンの市場占有率を上げている。
長城、連想、長江、浪潮、北大方正等の基幹的企業の技術開発速度は国際的な
水準に比肩するものである。
コンピュータ産業はすでにマイクロコンピュータ、ミニコンピュータ、ワーク
ステーショ　ンの開発及び生産を行い、ディスプレー、基板、キーボード、電源、
ボディー、プリ　ンター等主要部品について輸出能力を持つまでに至った。
また、第8次5　カ年計画の期間は計画経済から市場経済へ変化する時期で、中
国国内のコンピュータ市場の状況に重大な変化が生じた。また1991年の「コンピ
ュータソフトウェア保護条例」の公布以降、米国、日本、ドイツ、台湾、シンガ
ポール等の国外の著名なコンピュータメーカー、ソフトウェアメーカーが続々と
中国に進出して来た。1995年は、世界の有名なネットワークハードウェアが中国
に入って数年経っており、中国コンピュータネットワーク市場は世界市場と類似
した状況になってきた。
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表5－1：中国のパソコンの開発機覧（1985～1995）
年 開発機種 開発企業
985長城0520CHパソコン 電子部計算機局
986長城0521CHパソコン国産化 山東電子設備廠
ZS－85パソ　コ　ン 広東省電子局
紫金ATパソコン国産化 南京有線電廠
987 長城286パソコン 中国計算機発展公司
紫金0530パソコンシステム 南京有線電廠
浪潮0530パソコン 山東電子設備廠
988紫金386パソコンシステム 南京有線電廠
紫金IIBパソコンシステム 南京有線電廠
長城系列GW286EXパソコンシステム 長城計算機集団公司
長城系列0520EM　パソコンシステム 長城計算機集団公司
長城系列0520DH　パソコンシステム 長城計算機集団公司
長城486／25 長城計算機集団公司
990紫金386／33超級パソコンシステム 国有734廠
紫金AT－Sパソコンシステム国産化 国有734廠
紫金PC／XTパソコンシステム 国有734廠
浪潮386H－33Cパソコン 浪潮電子集団
991 GW　386／25C／33C　パソコンシステム長城計算機集団公司
GW　386SX　パソコ　ンシステム 長城計算機集団公司
浪潮486－25C／33Cパソコン 浪潮集団
東海486SX／20C 長江計算機集団
東海486A／C33－2 長江計算機集団
華南（HN）胃386パソコン 華南計算機公司
華明パソコン 深別華明
993 連想586パソコン 連想集団
連想1＋1コンピュータシステム 連想集団
浪潮ペンティアムパソコン 浪潮集団
連想ペンティ　アムパソコン 連想集団
東海486／C50パソコン 上海計算機廠
東海486M多媒体パソコンシステム 上海計算機廠
東海0540H家用コンピュータ 上海計算機廠
長城GW486／VESAパソコン 長城計算機集団公司
994金長城GW586P／60C 長城計算機集団公司
浪潮LC386－33系列パソコン 浪潮集団
995 金長城S9000　590PE／CX 長城計算機集団公司
金長城ペンティアムプロパソコン 長城計算機集団公司
浪潮LC2590－PCl 浪潮集団
連想ペンティ　アムプロパソコン 連想集団
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また、これまでのコンピュータの技術導入の傾向をまとめれば以下のようであ
る。
表5－　2：中国コンピュータ技術導入概況
年代 技術導入状況 時代背景
949～1951旧ソ連 建国回復期
952～1957旧ソ連 第一次五 力年計画
958～1960自力更生、 在来方法で取組む 大躍進時期
961～1965西欧 第一次の国民経済調整時期
及び回復期
966～1970自力更生 文化大革命
971～1979欧 ・米 ・日本。　　 大型重点 文化大革命、 第四 ・五次五カ
プロジェク トについて導入 年計画、 国連復帰
980～1985全方位的な技術交流及び導入 第二次の国民経済調整時期
経済発展に重点が移行
986～1992全方位的な技術交流 第七 ・八次五 力年計画体制
市場調節的社会主義経済体制
992～1996全方位的な技術交流及び導入 社会主義市場経済体制の確立
、第八 ・九次五力年計画
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第2節　中国コンピュータ市場と産業の現状
（1）概況
1994年、1995年と中国のコンピュータ市場及び産業は発展している。
1994年、電子工業部は産業構造の調整に取り組み、情報産業を育成する計画を
実施した。コンピュータの国内販売額は1994年には前年比43．5％増、1995年には
前年比35％増となった。コンピュータ生産額は1994年には前年比53％増、1995年
には前年比39％増となった。このうちパソコンの国内販売額は1994年には前年比
59．6％増、1995年には前年比53．2％増となった。パソコンの生産額は1994年には
前年比44．7％増、1995年には前年比56．7％増となった。ソフトウェア、情報サー
ビス業の販売額も大幅に増加している。
研究開発の状況については約400課題が成果をあげ、そのうち国際先進水準に達
しているのは約100課題であったと言われる。
一方、中国のコンピュータ産業の速い発展は、新しい矛盾と問題を引き起こし
ている。例えば、産業発展の早さに対する基礎技術の遅れ、市場の拡大と国内産
業の立ち後れ、経済規模の拡大と産業配置の分散、企業規模の小ささ、市場経済
の秩序建設の必要と賄賂の氾濫等である。
世界の情報・コンピュータ産業の構造調整の機会を利用して、国家の情報基礎
施設を建設し、世界に市場を開放し、外国企業との合作等により技術移転を拡大
することはそれらの問題を解決する方法である。
図5－　2　　中国のパソコン市場と国内生産台数
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（2）中国コンピュータ市場分析
中国コンピュータ情報産業管理機構の統計及び分析によると、1995年の中国市
場販売総額は550億人民元で、そのうちソフトウェア及び情報サービス業が26．9％
を占め、ハードウェアは73．1％を占めた。販売総額の対前年増加率は1995年初め
の予測であった20％を超え、35％であった。中国国内のコンピュータ生産額は51
0億元で、1994年より27．5％増加した。機器別の中国コンピュータ市場規模は、以
下のようである。（1994年）
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ミニコンピュータ、　ワークステーショ　ン
（サービスネットワークを含む）：1万台
パーソナルコ　ンピュータ
工業コ　ントロールマシン
商用マシン
デジタルレジャーマシン
端末機
ハードディ　スク
66万台
2万台
7．5万台
（学習／ゲーム機）：220万台
20万台
60万台
フロッピーディスクドライブ：108万台
キーボード　　　　　　　　：90万個
スキャナープロッター　：1．8万台
ワードプロセッサー　　：5万台
スイ　ッチ電源　　　　　　　：88万台
ディスプレー　　　　　　：70万台
1995年の中国コンピュータの機種別販売見積りでは、中国のワークステーショ
ン市場の前年比増加率は約100％、ミニコンピュータは前年比増加率は21％だった。
その他も、例えば、プリ　ンター、ディスプレー、電源等も増加している。
パソコンの中国市場は、中国政府コンピュータ情報産業管理機構の統計報告によ
ると、1995年に国内販売量は見積もりで110万台余であり、1994年に比べて2倍近
くに増加している。1995年末、北京のパソコンの家庭所有率は6％であった。
中国国内コンピュータ市場の販売の増加率は、国民経済成長の増加率より遥か
に高い。最近5年間の国民総生産の平均増加率10％と比べて、電子工業の増加は
年平均30％の増加率である。その中でもコンピュータ産業の成長速度は更に速い。
中国のパソコン販売台数は、米国のパソコンの販売量台数の4％未満であり、
日本のそれの約1／4である。しかし、中国の潜在的パソコン需要は世界のメー
カーから注目されている。
中国電子工業部が発行した市場研究報告によると、1995年、中国国内で流通し
ているパソコンの品種は順に以下の通りである。
1995年の中国で多く販売されたパソコン機種の順位
（台数ベース）
第1位　Compaq　　第2位　AST　　　　第3位　連想　　　第4位　IBM
第5位　HP　　　　　第6位　長城　　　第7位　DEC　　　第8位　Acer
第9位　同創　　　　第10位　Deu
市場では輸入品、国産品、兼容機（ユーザーアセンブリ）が並存している。19
95年の市場額は、輸入品機種が47％、国産品機種が23％、ユーザーアセンブリが
30％を占めている。
第8次5カ年計画期に、中国コンピュータ情報産業は急速に発展し、長城、連
想、北大方正、長白等の中心企業が競争の中で成長して影響力をもつ企業グルー
－19－
プとなった。中国コンピュータ産業はすでにマイクロコンピュータ、ミニコンピ
ュータ、ワークステーショ　ンの開発と生産能力を備え、ディスプレー、基板、キ
ーボード、電源、ボディー、プリンター等主要部品についても一部に輸出能力を
持つに至っている。
最近2、3年、世界のコンピュータ大手会社は相次いでパソコンの価格を下げ
た。世界で五指に入るパソコンメーカーはいずれも中国で営業販売合戦を繰り広
げている。この背景のもと、中国連想コンピュータグループは地の利を利用して、
技術、価格等の面の国外メーカーとの競争において、注目を引く成績を上げてい
る。
中国の国内ブランドである連想と長城は国内パソコンメーカーの中で上位を占
めている。国産のマイクロコンピュータについて、連想グループは年間販売量11
万台でトップである。長城グループは第2位、同別が第3位を占め、その後順番
に、浪潮、長江、長白、北大方正、紫金等が続いている。同創は新しい企業で、
頭角を現している。
図5－3　　中国国産計算機市場占有率（ユ胃ザーアセンブリを含む）
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市場の長期的発展を考えると、中国の家庭でのパソコンの潜在需要は非常に大
きなものがある。1995年に家庭で使用されているパソコンの割合は10％程度とみら
れる。家庭用パソコンの市場は、家計の収入と、家庭におけるパソコンの必要性
にかかっている。中国の家庭の年収は伸びている。
1995年9月の北京、上海、広州、深別の4市における抽出調査によれば、家庭に
おけるパソコンの所有率は深別17％、広州8．3％、上海4．7％、北京7．2％となっている。
家庭におけるパソコンの主な用途は、子女教育、成人教育、娯楽、並びに家庭管
理となっている。（次表）家庭用のパソコンの売上は1995年には、前年比150％以
上に高まった。この調査では全市で中小学生がいる家庭の60％がパソコンを買いた
いという希望をもっている。
ー20－
表5－3　　家庭のコンピュータの購買動機（％）
購 買 動 機 子 女 教 育 成 人 学 習 再 斗学 研 究 家 庭 管 理 アルバ イト 娯 楽 そ の 他
深 別
既 に 買 っ
た 人 6 6．0 44．3 12．4 15．5 7．2 24．7 6 ．2
こ れ か ら
買 う 人 74．8 48．6 4．7 12．1 0．9 19．6 8 ．4
広 州
既 に 買 っ
た 人 5 6．0 36．0 14．0 10．0 22．0 32．0 6 ．0
こ れ か ら
買 う 人 69．2 44．6 6．2 18．5 10 ．8 24．6 3．0
上 海
既 に 買 っ
た 人 55．6 2 2．2 14．8 11．1 3．722．2 3．7
こ れ か ら
買 う 人 67．5 5 1．8 8．4 2 4．1 2．4 32．5 1 3．2
北 京
既 に 買 っ
た 人 64．1 5 1．3
i
25．6 12．8 1 7．9 28．2 2．6
こ れ か ら
買 う 人 23．1 15．0 4．4 6．5 2．8 9．3 3．3
資料　中国計算機報　1996年
（3）1996年の中国コンピュータ市場の予測
中国電子部の統計分析によると、コンピュータ産業の総生産額は1995年の500億
人民元から650億人民元に上昇するということである。増加の幅は予測では約30％
前後である。
パソコンの販売は1995年の110万台から1996年には140万台に増加するであろう。
予測では486型が依然として48％を占める。ファミリーコンピュータの販売量は上
昇し続け、マルチメディアと家電製品が結び付いてユーザーの消費と購買欲を刺
激し、販売量は見積もりでは30万台前後になるであろう。ソフトウェア市場は引
き続き成長していくであろう。1996年のソフトウェアの生産額の予測は120億人民
元である。O Sとデータベースソフトの販売は完全に米国のソフトウェア企業に
握られている。
パソコンに用いるプリ　ンターは、依然としてドットプリ　ンターが主だが、市場
に占める割合は低下している。プリンター総販売量（ドット、レーザー、及びイ
ンクジェットを含む）は1995年の56万台から1996年には80万台前後に増加するで
－21－
あろう。
（4）輸出入
1993年には、中国のコンピュータの輸出入総額は30．37億米ドルで、そのうち輸
入額が14．77億米ドルで、輸出額は15．60億米ドルであった。輸出は輸入より8312
万米ドル多かった。1992年と比べると、増加幅はそれぞれ34．3％、41．6％である。
また、第7次5　カ年計画から第8次5　カ年計画まで、生産形態に変化が生じた。
例えば、輸入品の組み立てが徐々に減少し、自社で組み立てた「兼容機」（ユー
ザーアセンブリ）の数量が徐々に増加した。
（5）外資参入
中国は1992年の中国共産党十四大会を契機として、改革開放と現代化建設が新
しい発展段階に入った。1990年代に入り、中国コンピュータ市場の拡大につれて、
国外のメーカーは大規模に中国に参入してきた。当時は品質、性能、技術等の面
で明らかに国産機種に勝っており、国外の品種が中国市場での販売量が急速に伸
びていった。Compaq、AST、IBM、HP、Deu、DELL、Acu、IPC、Unisys、Packard、
01ivetti、シーメンス、Tulip等外国製品が中国市場で上位を占めた。1995年の第
一位から四位までの販売量は接近しており、競争の激烈さを示していた。
コンピュータ工業生産額が国民総生産に占める割合を見ると、先進工業国、例
えば米国、西欧、日本等では3　％前後を占め、中国は1989年に0．2％を占めた。1
995年の中国のコンピュータ市場の販売総額は580億人民元に達し、全世界の市場
の1．2％を占めた。
電子工業部コンピュータ市場研究部門の予測では、2000年になっても中国コン
ピュータ市場の生産総額は、なお年率30％以上のスピードで増加する。そのうち
パソコンの割合は50％となるであろう。その時、全世界の市場額に占める割合は
2．2％に上昇するであろう。
世界のメーカーは中国のコンピュータ市場の発展を重視している。中国政府も
積極的に外国コンピュータメーカーを招致して市場の育成開発、国産の現有製品
に技術改良を行い、外国企業が中国に投資し工場建設を行う　ことを奨励している。
また外国企業が中国で部品及び付属設備を購入すること、コンピュータ製品が輸
出されることを奨励している。1985年～1995年の間に、中国のパソコンの生産量
は十数倍に増加した。中国コンピュータ市場開放で、米国、イギリス、ドイツ、
スウェーデン、フランス、カナダ、日本、韓国、オランダ、香港、台湾地区等が
投資してきた2000余りのコンピュータメーカーと商社、中国大陸内の2万あまり
のコンピュータメーカー、商社等によってコンピュータ産業は急速に成長した。
（6）国産パソコンの技術と晶質
外国ブランドのパソコンの先進技術と高品質の国産パソコンとを比べると、中
国初の国産のパソコンが販売された時、当時の海外の同類の製品に3年の遅れを
とっていた。1992年の国産386製品が出た時は、海外より1年あまり遅かった。1
993年、インテルがペンティアム製品を出した3　カ月後、中国の連想、長城、浪潮
ー22－
等のグループが相次いで同レベルの製品を出した。1995年には、この差が明らか
に縮まってきている。1995年11月　8　日、4つの中国企業が出した国産機は同水準
の全世界の100余りのペンティアムサンプル機及び、ペンティアムプロ・マイクロ
プロセッサー機と、北京の発表会で同時に出された。中国のコンピュータの中心
企業のマイクロコンピュータ開発技術水準は世界の技術発展の最前線に近づいて
いる。
（7）外国企業との合作の進展
数年前は、中国の生産メーカーがインテル、マイクロソフト等国外の著名なハ
ード、ソフトウェアメーカーの直接の支持と協力を得るのは困難であった。しか
し現在は、多くの世界の著名なコンピュータメーカーは直接中国の生産メーカー
と合作関係を結びたがっている。中国に事務所、研究センター、実験室等の設立
を望んでいる。
（8）主要企業の状況
中国のパソコン生産企業は3つに分類できる。
第一のグループは、技術開発力が強く、世界のパソコンの技術発展にそって製
品開発を進めることができる企業である。それは同時に生産規模が年間1万台以
上の大規模な企業である。第二のグループは一定の技術開発力があり、自社のブ
ランドをもっていて年間数千台のパソコンを生産する企業である。第三のグルー
プは、技術力が非常に弱く、パソコンの組立だけをしている企業である。
代表的な中国のパソコン生産企業は長城、連想、浪潮である。その概略を記す。
①長城計算機集団公司
長城集団の前身は中国計算機発展公司である。これは中国電子工業部の国有企
業であった。1988年に名を長城と改め、現在、長城集団は7つの直営子会社と15
図5－4　長城計算機集団の売上高の増加傾向
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の合資子会社と、2つの海外拠点、140以上の三級公司をもっている。その経営領
域は計算機科学研究開発と応用サービス、輸出入などを行っている。
②連想計算機集団公司
連想集団は1984年に設立された。中国科学院の計算技術研究所の研究員が設立
した。現在、北京連想集団と香港連想集団があり、国際的に経営を行っている。
米国、ドイツ、英国、香港、台湾等に十以上の子会社をもっている。漢文処理
のカードで高いシェアをもっている。連想集団は高い技術開発力をもち、技術者
が従業員の80％を占める。現在、4つの研究開発センターと、1つのソフトウェア
センター及び1つのテストセンターをもっている。
図5－　5　連想計算機集団の売上高の増加傾向
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③浪潮電子情報産業集団公司
浪潮集団は1989年に設立された。山東省済南市を中心としている。海外にはシ
ンガポールに子会社を有している。直接の子会社は25あり、中国と外国の合資企
業は8社ある。
図5－6　浪潮計算機集団の売上高の増加傾向
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第3節　従来の中国のコンピュータに関する産業政策
（1）企業の整理と産業構造の変化
1980年代、中国のコンピュータ産業政策は「整理整頓、改革深化」を主旨とし
て、「超小型機にまず取組み、科学技術を進歩させる」という方針を貫いた。産
業建設・生産販売・研究開発・国際協力及び交流等を推進させることとした。こ
のため機械電力部が関係企業に立ち会い、第7次5　カ年計画の国家重点科学技術
の重要課題となっているプロジェクトの総括的検査事業を完成させ、第8次5カ
年計画の基本建設及び科学技術の重要課題の克服計画を制定し、中国国内のコン
ピュータ製品市場の整理整頓を強化することとした。
1987年、コンピュータの産業構造に大きな変化が生じた。多くの事業部門を含
む地域的グループが生れた。例えば上海地区の長江コンピュータ連合（グループ）
公司、東北三省の長白コンピュータグループ公司、山東地区の浪潮情報産業グル
ープ公司等である。これは科学、研究開発、教育、生産、応用、販売、サービス
を一つに集め、優良な晶質をモットーとし、専門化、分業化、協力という原則に
より合理的に業務を整理して、コンピュータ産業の分散、製品の重複、研究と生
産の食い違いという問題を克服し、企業のグループとしての利点を発揮し、科学
研究成果を加速的に生産力へ向けることにより競争能力を増強している。
また、国家計画委員会は第8次5　カ年計画に電子技術を応用して伝統的産業を
改造する基本目標を提出した。
（92000の大中型企業の電子技術の開発及び利用を重点的に推進する。
②全国の大中型企業の生産設備の10％以上にコンピュータ制御を実現する。
（2）国産化の推進
同年に、電子工業部は第二次全国コンピュータ国産化事業会議を開いた。コン
ビュ胃夕の国産化事業に対して新しい配置を行い、次段階のコンピュータ国産化
事業の目標と任務を発表した。
その根本理念は、継続的に改革開放を堅持するという方針であり、自家製造率、
自家販売率を高め、国産化事業を進めることである。
目標としては1987、1988年の二年以内に超小型コンピュータ、小型コンピュー
タの自家製造率をあげ、外貨節約を行い、徐々に輸入している製品と同質かつ同
価格を実現していく　ことが掲げられた。
超小型機・中華学習機・太極3220小型機の三種類の製品をを一シリーズ化する
こと、ホストマシン・外部設備・パーツ・素子デバイス及び原材料の四段階につ
いて生産力を増強すること、品質、価格、サービス等の管理が重要であることが
強調された。
中国のコンビュ胃夕産業の発展を促すために、国家はコンピュータ輸入に関す
る政策を制定した。コンピュータ製品の輸入はまず輸入審査を経て、輸入許可証
を取得しなければならない。その後税関が検査して通行を許可する。1989年にお
いては、輸入許可証が下りる製品の種類の目録には増加が見られないが、内容的
には拡充している。
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1990年、機械電力部は北京で全国電子情報産業優遇政策の会議を開き、第7次
5　カ年計画の期間に税の減免、研究開発費の補助の優遇政策を受けた集積回路・
コンピュータソフトウェアとプログラム制御交換機産業の合計235の企業及び事業
単位（そのうちコンピュータとソフトウェアは合計161）に対して全面的なレビュ
ーを行った。その結果をまとめ、第8次5カ年計画でも優遇政策を実行する建議
案を提出し、優遇措置を受ける製品の種類を増やすことを決定した。優遇措置を
受けた資金の使用計画に対する審査を強化し、優遇措置を受ける企業に対して厳
格な管理を行うこととした。1991年に機械電力部は合計223の企業及び事業単位に
優遇措置を実施した。そのうちコンピュータハードウェア関連企業は87で、ソフ
トウェア関連企業は18であった。
（3）金字系列工程政策
1993年、中国政府は「金字系列工程政策」を提議し、情報の基礎構造を築く　こ
ととした。「金橋」、「金カード」、「金関」、「金税」を代表とした金字系列
工程政策の実施は、中国におけるコンピュータの横断的な応用と発展を推進する
ことを意図した。
「金橋」とは国家公用経済情報通信ネットのことである。全国の大中小都市を
カバーする公用情報ネット、データバンクネット、電話交換ネット等多種の通信
メディアの集合体を整備する。この事業の主である吉通公司及び国家情報センタ
ーと24の省市が連合して行うステーション建設事業はすでに開始されている。
「金カード」とは国家自動化支払いシステム及び電子貨幣事業のことである。
全国に自動化支払いシステムを整備し、大中小都市と発達地区における基本的な
金融の電子化を実現する。まず12の試験都市を指定し、ATM及びICカードの開発生
産体を組織した。
「金関」とは外国貿易業務処理システムのことである。輸出の戻し税、割当額
許可証の管理、輸入の為替受取り・決済、輸出入貿易統計等外国貿易情報応用シ
ステムを築き、外国貿易情報の管理を完全なものとする。外国貿易部、税関総合
本部等関係部門の協力の下、輸出戻し税、為替受取り・決済、割当額許可証及び
輸出入統計等4項目の応用システムの開発を完成した。
「金税」とは国家税務関係の電子化システムのことである。全国の大中小都市
に付加価値税計算機検査システムを整備し、偽造カード防止技術を進め、税金報
告受取機を設置し、全面的に税の受取り検査の電子化を実現する。現在、中国人
民銀行周辺清算システムネットワークを核とし、北京検査総センターを建て、50
の中心都市の連絡ネットを完成させた。また40余りの周辺小ステーショ　ンの設備
（注）1992年、ORACLEデータバンク会社が中国に進出し、SYBASE、英字美データバンク会
社も中国事務所を設立し、中国のデータバンク市場が世界データバンク市場と同様な状況
になるよう積極的に行動した。これが中国コンピュータソフトウェア市場を発展させた。
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を更新し、応用システムを開発した。800余の区や県レベルの税務部門の付加価値
税専用領収書データはすでに応用されている。付加価値税商標の偽造防止、偽造
認知方面で役割を果たしている。
「金企業」政策は、国民経済の情報化に関係するもう一つの重大政策である。
国有企業の生産と流通の情報システムの改善をめざすものである。指標体系を統
一し、中央、省及び中心都市で企業データバンクと製品データバンクを作り、全
国経済情報資源ネットを形成し、マクロ的コントロール情報システムを整備し、
国家のマクロ経済政策決定のために科学的根拠と情報を提供する。
「金企業」政策はまず全国生産流通情報ネットワークを整備し、全国の60あま
りの産業専用ネットと、15の主要産業部門の5000の企業を直接連絡する。データ
バンクは多数の企業のデータバンク、製品のデータバンク、政策決定の分析デー
タバンクから構成されている。中国電子工業部は技術チームを組織し、国家経済
貿易委員会も参加して金企業政策は実施されている。現在、すでに20万以上の
「金企業」の全体計画を策定する事業の第一段階を終えている。
中国のコンピュータ産業の高速な発展は新しい矛盾と問題を引き起こした。例
えば、産業発展が速いことと基礎技術が遅れていることの矛盾、市場の拡大と国
内産業の競争力があまり強くないことの矛盾、経済規模の要求と産業配置の分散、
企業規模が小さすぎることの矛盾、市場経済の秩序建設と賄賂が氾濫しているこ
との矛盾等である。
（4）国際化の影響
コンピュータ市場の国際的な開放は中国コンピュータ産業にさまざまな影響を
もたらす。中国のコンピュータ産業はできるだけ速やかに国外の先進技術を利用
して、生産規模を拡大し生産技術水準を高めよう　としている。
中国が関税及び貿易に関する一般協定（WTO）に復帰することは、80年代中期に
政府が出した重大戦略である。「復帰」は中国電子工業を国際軌道に乗せるため
に有利な環境を提供し、電子製品の輸出の拡大のために新しいチャンスを提供す
るであろう。
国内の産業の発展にとっては、電子製品が過剰生産に陥ることのコントロール
に有利であり、産業、製品構造及び企業構造の調整に有利である。
また一方で、世界経済貿易組織に加入すると、輸出許可管理制度が徐々に減少
するかあるいはなくなり、貿易管理制度の中の割当額、特定目録製品をさらに減
少させるであろう。関税の低減により国内の一部の電子部門の企業の利益が少な
くなるか、あるいはなくなるという苦境に直面するであろう。知的所有権保護の
条約の適用は一定範囲内で中国の輸出を制限し、制約するであろう。
しかし、世界のコンピュータ及び情報産業の構造調整の波に乗り、国家の情報
基礎施設の建設の機会をとらえて、市場を開放し国際合作を拡大する道をとるこ
とは、存在する矛盾と問題を徐々に解決する方策である。
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第4節　第9次5　力年計画における情報電子及びコンピュータ産業技術政策
中国では今後15年の長期的な電子工業の発展について、以下のように展望して
いる。「中国共産党中央による国民経済及び社会の発展のための『九五』計画と
2010年の長期目標に関する建議」に基づき、今後15年の間に中国工業は重点的に
集積回路、新型素子・デバイス、コンピュータ及び通信設備を発展させ、経済と
社会の発展のために情報システムと設備能力を強化し、情報産業の発展を促進す
る。
第9次5カ年計画（1996年～2000年）では、中国電子工業部はコンピュータ産
業建設計画を実施する。同期間において、中国コンピュータ市場の平均年増加率
は25％から30％に達する。予測では国内市場は1505億人民元に達するであろう。
（1）第9次5　カ年計画における情報電子工業の発展計画
1996年初め、第9次5　カ年計画を実現させるため、電子工業部は電子工業を発
展させるべく技術政策を発表した。集積回路、新型の素子及びデバイス、コンピ
ュータ及び通信設備を重点的に発展させ、電子工業をできるだけ速く成長させ、
国民経済の支柱産業とするのである。
基本的な政策は以下のようである。
（∋電子産業は更に市場メカニズムを働かせ、市場の需要に対応していくという原
則を堅持し、社会主義市場経済体制に適応したメカニズムを建設しなければなら
ない。
②電子情報産業は比較的速い成長速度を保ち続けるという前提で、産業政策の重
点を技術水準の向上、管理水準の向上及び付加価値の増大におく。
③現有企業の基礎を十分に活用し、改革等を行い、企業の技術の進歩を促し、産
業構造及び製品構造を最適化し、経済の規模を発展させる。
④情報システム及び設備能力を増強し、伝統的な製造業からハ胃ドウェア製造、
ソフトウェアの生産・応用及び情報サービスが並行的に進歩していく現代的な電
子情報産業に速やかに転換させ産業構造のレベルアップを促進する。
⑤電子工業は「九五」期間に集積回路、新型の素子及びデバイス、コンピュータ
及びソフトウェア、通信等4つの基礎的産業を重点的に発展させるであろう。発
展目標は、この4つの基礎的産業の中の主要製品の開発である。また、生産水準
が2010年には世界の先進水準に達し、かつ国際市場で競争力の強い大会社を形成
することである。
⑥産業技術政策の全体目標は、中国の電子情報産業を国民経済の成長と産業構造
のレベルアップを導く支柱産業とすることであり、技術水準と産業の規模におい
て世界の電子情報産業の大国となることである。
具体的には、重点的に産業を発展させ、企業をレベルアップさせ、大会社を育
成する戦略を徹底し、産業及び企業の構造及び製品構造を集約化、基地化、国際
化の方向に発展させることである。
⑦国民経済の情報化政策一一「金系列工程政策」を実施し、同時に経済情報化に
関する総合研究センターを設立し、サービス拠点を建設し、データバンクと情報
源をうまく融合させる。各種の情報ネットは相互に情報の流通をし、情報資源の
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利用効率を高める。
「九五」期間に、国民経済の情報化に直接影響する項目について重点的に計画
する。例：コンピュータ及びソフトウェア、通信、有線テレビ、集積回路と新型
素子・デバイス等。
⑧電子情報産業
重点的に国民経済の情報化に貢献する通信、コンピュータ及びソフトウェア、
集積回路等の産業を発展させる。電子工業の基礎である混合集積回路、チップ素
子・デバイス、検出素子及びセンサー、電力素子デバイス、新型ディスプレー及
び電子材料を含む六種の新型素子・デバイスを強化する。新時代のデジタル技術
を採用した八大オーディオ製品を発展させる。これには有線テレビ、ハイビジョ
ンテレビ、レーザーディスク、ディジタル音響、ビデオ機等が含まれる。航空管
制、自動車電子、医療電子等を含む交通、自動車、エネルギー、医療の四大重点
領域の電子技術応用製品を発展させる。全国的で、かつグローバルな電子技術と
製品の販売体系を育成する。
（2）第9次5　カ年計画におけるコンピュータ産業の発展戦略
①国民経済の情報化のため「金系列」政策の実施を推し進めることを主要目標と
する。産業の発展を速め、経済規模を大きくする。国産の製品が中国の国内市場、
特に国家重点的な情報分野における市場シェアを高める。
②大会社育成戦略を貫徹し、重点的に中心企業を保護する。計画により企業連合
を促進させ、過当競争を制限し、まず国内企業同士の連合、その後集約化、基地
化、国際化の道を歩む。
③付加価値を高めることを目標とし、産業構造及び製品構造を調整し、優先的に
ソフトウェア製品をもりたて、部品製造業を大きく発展させる。
④輸出をさらに拡大し、珠江三角デルタ、長江三角デルタ、環潮海湾地区の三大
輸出基地を形成する。同時に高付加価値製品を発展させ、部品の国産化及び組み
立て能力を強化し、輸出製品構造の労働集約型から高付加価値型への転換を促進
し、外貨を獲得する。
⑤大型企業グループと科学研究単位等の提携を奨励し、企業の技術開発力を高め、
科学研究成果を商品に反映させるよう努める。
（3）第9次5　カ年計画におけるコンピュータ生産の目標
①主要指標
コンピュータ工業生産額は第8次5　カ年計画末の500億元から第9次5　カ年計画
末には1700億人民元に増加する。それは中国の電子工業総生産額の25％前後を占
める。コンピュータ製品の輸出額は「第8次5カ年計画」末の36億米ドルから第
9次5　カ年計画末には110億米ドルに増加する。
②主要製品の生産量
第9次5カ年計画末期になると、パソコンの生産量は300万台／年、ワークステ
ーショ　ンは20万台／年で、プリンターは400万台、ディスプレーは800万台、端末
機は40万台、フロッピーディスクドライブが700万台、ハードディスクが400万台、
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光ディスクドライブが200万台、ビジネス用代金受取り機が150万台、基板が1500
万台に達する予定である。各種ネットワーク製品が50万台である。ソフトウェア
及び情報サービス業は生産額420万人民元を実現するであろう。
③コンピュータの応用目標
第9次5カ年計画末には、中国のコンピュータの応用普及程度は先進国家の90
年代初めの水準に達する予定である。金融のコンピュータ利用は各省・県レベル
にまで普及する。全国の大中都市において商業のコンピュータ利用が実現する。
エネルギー、交通、鉄鋼、石油、化学、機械等の伝統的産業の中心企業が基本的
に電子情報化を実現する。普遍的にCAD技術を採用する。データバンクサービスを
中心とした第一段階の情報サービス網を形成する。
（注）　集約化、基地化、国際化という政策の必要性と現状について以下に詳述する。
（1）経済規模の発展一一集約化
集約化のキーポイントは経済規模の発展にある。それは生産要素の最適組み合わせで、
科学技術の進歩と労働生産率を高めて合理的な経済規模を構築し、それゆえマクロ的な経
済効果を実現することである。
集約化の別の意義は企業が品質意識を強化し、晶質の関知と保証体系を築き完全なもの
にしなければならないということである。
中国の長城グループは「九五」発展計画において数種の主要製品が一定規模となるよう
計画している。2000年には、長城グループのマイクロコンピュータ生産量は100万台にな
るであろう。日用と合資の長城国際は、晶質規範において完全にIBMの晶質規範に適合して
いる。「金長城」の機種の平均無故障時間は国際先進水準の2000時間以上に達している。
長城国際の1995年のマイクロコンピュータ生産量は前年より200％増え、輸出による外貨
獲得は8000万米ドルで、中国最大の国内ブランドのマイクロコンピュータ製造基地となっ
ている。国民経済の情報化に協力して長城国際製品の専売体系を建設、完全化することは
1996年長城が市場を獲得するための事業の重点となっている。2000年には、長城グループ
はマルチメディアシステム50万セット、カード式計算機200万セット、コンピュータソフ
トウェア150万セット、ディスプレイ100万台、税関報告機及び代金受けとり機75万台、フ
ロッピーディスクドライブ300万台、基板500万枚の生産を計画している。その目標は、国
家コンピュータ工業の集約化、基地化、国際化発展戦略において指導的地位を保ち続ける
ことである。
北京高技術開発区の連想グループは、1996年初めに、2000年には中国のパーソナルコン
ピュータ市場で主導的地位を勝ち取りたいと宣言した。連想は企業内部で厳格な品質管理
を行っている。1996年初めに、自ら国家技術監督局、電子部に対し何時でもどこでも国家
の製品の晶質に関する抜き取り調査を行っても差支えないと発表した。
（2）一定規模の、基準化された生産基地の建設が必要一一基地化
生産業務を集中させ、生産効率を向上させ、生産の基地化を実現することは、技術集約
型と資本集約型のコンピュータ産業にとっては、発展していく上で必ず通らなければなら
ない道である。
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連想グループは十年の苦しい創業を経て、販売収入が合計百億人民元を超えた。輸出に
よる獲得外貨は3億米ドルで、利益と税金は3億人民元余りである。グループが自発的に
研究開発したマイクロコンピュータホストマシンボードと付加カードは世界の先進水準に
達した。1994年、連想グループの販売収入は49．59億人民元に達した。
1995年目月末、北京連想グループ広東憲陽基地が正式に生産開始された。これは「連想
科学技術園」の主体建設の一つである。国家計画委員会、国家経済貿易委員会、国家科学
委員会、電子部及び中国科学院、広東省、憲陽市役所等のすべての部門が現在の中国の最
大のコンピューター基板生産基地の開幕式に参加した。
連想グループは今後10年のうちに、コンピュータの生産、開発及び関連産業を主とし、
サービス業を補助とした企業グループを発展させる計画である。また企業の生産重心を南
へ移し、規模の大きい基板願を建設する以外に、なおPCB願、PCB　板材願、印刷フイルム
願、半導体パッケージング・レーザープリンター・ライトペン式コンピューターシステム
の組み立て・コンピュータ外部設備支願及び研究開発に用いる総合サービス機能を備えた
21世紀の知能ビルも始動させる予定である。2000年には生産恕200億人民元を実現する予
定である。連想グループの現在の生産能力から考えること、1996年の生産額は40億人民元
を超えるであろう。1995年12月の中国長城グループ深科技園も生産基地の落成式を行った。
生産基地への投資は2．3億人民元であり、6の生産現場を含む。また長城グループとIBMが
合資で成立した長城国際がある。年間生産能力が数十万台のOEMメーカーも3つある。
これと同時に、四通グループ、北大方正グループも自己の生産基地を選択しているとこ
ろである。
（3）中国のコンピュータ産業が国際市場に目を向ける一一国際化
十数年の努力と発展を経て、中国のコンピュータ技術は世界水準との差が縮まりつつあ
る。統計によると、「七五」期間において、中秤（固有名詞）のマイクロコンピュータは
販売が海外の同類の製品より　3年遅れ、「八五」中期には386マイクロコンピュータが販
売され、それの国外との差は12か月であった。「八五」末期の「奔騰」機の売り出し時期
は国外と3か月の差まで迫ってきた。長城・連想・方正・同創等のPenHum Proマイクロ
コンピュータが売り出された時は、すでに国外の大メーカーとほとんど同時期であった。
現在、中国コンピュータ産業の国際化というのは企業がレベルを上げる手段としてから
企業が国際市場に入る目的に変わっている。高技術を含む、高リスク、高収益の産業とし
て、中国の国内コンピュータ市場の開放と国際コンピュータ技術体系の構造の開放は、中
国のコンピュータメーカーに多くの有利及び不利な要素をもたらした。
一方で、この種の二方向へ開放した市場構造と元来の技術とは差があるので、中国コン
ピュータ産業は急速に国外先進技術を利用し、自身が発展した。
もう一方で、また別のコンピュータ技術及び開発は厳しい挑戦に直面させられている。
したがって、中国コンピュータ企業の国際化は以下の意義を含む。
①競争意識　変化する市場、新しく創造された技術、多角経営……世界の科学技術競争と
世界貿易競争の形態及び圧力は、すでに中国コンピュータ市場に影響している。競争がも
たらした緊迫感は企業に自己の経営観念を調整する必要を生じさせる。管理方式について
生存に適した規律を探す必要がある。企業は自覚して国際化に溶け込んでいくであろう。
例：北京連想グループは最良の科学研究成果を得るために、引き続き北京・香港に研究
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開発センターを設けた後、研究及び開発実験室を国際コンピュータ技術競争の最前線であ
る米国のシリコンバレーに設ける予定である。1994年に香港連想は香港の上場企業となり、
企業資本は1990年の1億人民元から数十億人民元に増加した。
②経営方式　集団の経営の仕方として、連想は多国籍会社という特徴を持っている。現在
海外の従業員数が北京本部を超え、そのアジア最大のコンピュータ基板生産基地で輸出さ
れた製品はその癖が世界市場での約10％を占め、1995年の60億元に近い販売収入において、
70％は国際市場からのものであった。
長城グループとIBMが合資した長城国際は、合資においても自己の製品を保持し、国外
の先進的な生産作業の組み立てラインを利用し、中国の「金長城」の品種を増加させ、
「一本の生産ラインから、二種類の品種」という経営戦略を実現した。
1996年2月、中国長城グループと米国マイクロソフト社は北京のシャングリラホテルで
「長城グループと米国マイクロソフトWindowsの中国語版OEM」の契約調印式を行った。こ
の契約を通して、長城グループが生産した金長城は1996年度に初めてWindows（OEM）の中
国語版をプリアセンブリングして出荷する合法的権利を勝ち取った国産のマイクロコンピ
ュータブランドとなった。
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第3部　パーソナルコンピュータの技術移転の状況調査
第6章　パーソナルコンピュータの技術移転の状況調査
第1節　中国パーソナルコンピュータ技術の導入状況調査の概略
1995年8月、中国国家科学技術委員会・中国科学技術促進発展研究中心は電子工
業部コンピュータ司、電子情報センターと共同でコンピュータ企業の技術導入状
況調査の実施を決定した。目的は中国のパソコン生産企業の技術水準及び技術導
入の状況の分析である。
アンケートの設問は日中が共同で作成した。調査対象企業は中国のパソコンの
生産台数が比較的多い企業のうちから中国科学技術促進発展研究中心と電子工業
部コンピュータ司、電子情報センターが選定した。アンケートの実施は1995年の
9月～10月であり、回収を終えたのは1996年2月であった。調査票は20企業に送付
し、有効回答は15社で、回答率75％であった。回答した企業の大部分は中国のコン
ピュータを生産する大手、中堅企業であり、そのうち北京連想計算機集団公司、
中国長城計算機集団公司、浪潮電子情報産業グループ公司、長白計算機集団公司、
長江計算機連合公司、中国磁気記録設備公司等はいずれも1995年の中国の電子の
上位100企業に入っている。この15の企業は中国のパーソナルコンピュータ生産企
業数の25％を占めるに過ぎないが、生産台数は国内生産（ユーザーアセンブリを
除く）の約60％を占めるので、調査企業の状況は、中国のパソコン生産企業の全
体状況をおおよそ表す。
調査対象となった15社の概略を述べる。
（1）企業の所在地
広大な中国の中で、回答のあった15社は、各地に分散している。本社の所在地
は、北京の企業が5社、上海が2社、山東省が2社、その他広州、重慶、西安等が各
1となっている。
（2）企業類型
国有企業が11社で、全体の73％を占める。株式会社が3社、合資が1社となってい
る。（図6　－1）
図6　－1　企業の類型
国有企業
株式企業
合資企業
（横軸の％は、その間に対して回答があった全企業数に対するそれぞれの回答度
数の割合を示す。以下の図の％表示はとくにことわりのない限り同じ）
（3）設立年
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設立年は1950年代の企業が2、60年代が5、80年代が6、90年代が2となっている。
（4）従業員数
15社合計で、33，172人である。1社当たりの平均規模は2，200人余となる。中国
の大企業は概して従業員数が多いので、今回調査対象となったこれら企業におけ
る売上癖に対する従業員数は相対的に少ないと考えられる。
（5）売上高と研究開発費
1社当たりの平均売上高は、5億8千万元余となる。各社の1993年から1994年の
売上高平均増加率は47．6％であった。
1社当たりの平均研究開発費は、647万元である。研究開発費を回答した11社の
合計売上金額から、研究開発費／売上高の比をとると、2．2％となる。
（6）その他
（丑調査企業の状況を見ると、3分の1の企業はここ5年のうちにパソコンの生
産を開始したばかりであった。
②親企業は国有企業である比率が高いが、中国の大企業は企業集団を形成して
おり、外国企業と合資で子会社を作っている企業も後述するように数社ある。
第2節　パーソナルコンピュータの生産・販売状況
（1）主な製品
パソコンを主製品とする企業が多く、パソコンのボード等の部品、端末、ディ
スプレイ、その他情報機器などがその他の主な製品となっている。
15社のパソコンの生産台数合計は、1994年に17万台余とみられ、これは中国の
生産のうちユーザーアセンブリー（兼容機）を除いた分の約6割にあたる。
（2）機種分布
デスクトップ型を生産している企業が14社、ラップトップは1社、ノート型は1
社である。サーバーは7社である。（図6　胃2）
図6－　2　　パソコンの種類
デスクトップ
サーバー
ノート式
ラップトップ
その他
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なお、統計によると、現在、中国全体のパソコンの生産はデスクトップ式が主
である。1993年のデスクトップ式のコンピュータは生産量の92．4％を占め、1995
年には96．6％に上昇した。ここしばらくは中国のパソコンの生産はデスクトップ
式を主流とした生産構造を保ち続けると予想される。
（3）I B M互換機
生産される機種のうちI B M互換機が3分の2を占めた。（図6　－3）
図6　－　3　　パソコンのタイプ
lBH互換機
その他
（4）C P Uの種類
インテル社製のC P Uを用いている企業が85％である。調査時点で多かったのは
80486であるが、ペンティアムを用いている社と80386を用いている社が数社存在
している。
（5）出荷先
中国のPC機の販売は国内市場を主としており、調査によると、15の企業の中の
2企業だけが輸出している。それは国内にPC機の広い市場があるのが一つの原因
だが、主な原因は、一般に現在中国のPC機の生産技術は比較的低く、今のところ
国外市場で競争を行うのは難しい状況にある。
第3節　技術導入の状況
（1）調査企業の技術導入
調査企業の中では、77％の企業が外国から技術を導入したことがある。
（2）技術の導入先の国別
技術の導入相手国は、米国が最も多く、日本が次ぎ、ドイツ、スウェーデン、
台湾等から導入したケースもある。（図6　－　4）
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図6－4　　技術導入相手先国
米国
日本
台湾
ドイツ
スウェーデン
ロシア
イタリア
（この図では％は、全回答度数に対する各項目の回答度数の割合）
（3）技術導入の成果
全体から見ると技術導入成果はかなり大きいする企業が多い。（図6　胃　5）非
常に成果があるという割合は高くなく、8％を占めるに過ぎないが、全体としては
プラスに評価している。
図6－5　　技術導入の成果
大変成
わから　　巣が
ない　　あった
8％　　　　8％
かなり
成果が
あった
34％
（4）技術導入が成功した原因
主に挙げられた原因は技術が先進的であることであり、次いで、中国のパソコ
ン市場の巨大な需要も大きな原因である。（図6　－　6）。
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図6胃6　技術導入が成功した原因
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（この図では％は、全回答度数に対する各項目の回答度数の割合）
（5）技術導入に伴う問題点（図6　－　7）
図6　－　7　－1　技術導入側の問題点
資金不足
技術を理解できる
技術者が不足
品質管理体制が不
全
インフラストラクチュブ関連
産業未整備
必要な機械設備が
ない
問題なし
（この図では％は、全回答度数に対する各項目の回答度数の割合）
（彰技術を導入する側は、資金不足、技術者の不足などがあげられている。
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②技術を供給する側の問題は、技術指導が不十分、高度な技術の移転の不足な
どがあげられている。
図6－7－2　　技術供給側の問題点
技術指導が不十分
高度な技術を教え
ない
中国の社会条件に
理解が不足
技術指導者の不足
中国語で指導でき
ない
問題なし
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（この図では％は、全回答度数に対する各項目の回答度数の割合）
（6）合資
半数弱の企業は合資企業または合資による子会社を設立している企業である。
合資により何らかの技術の移転があることが推測される。合資は技術導入の形式
の1つともいえる。合資の相手先は香港の企業が多い。（図6－8）
図6　－8　合資企業（子会社を含む）の相手企業の国籍
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（7）技術導入と機械設備・部品材料の供給
中国の技術導入は現在、生産設備の導入を伴うことが多い。企業調査状況から
見ると、回答のあった企業のうち、50％の企業は、技術の導入元から機械設備の
全面供給を受けている。30％の企業は、半分以上の機械設備の供給を受けている。
中国企業の技術導入は生産設備の導入とセットになっているといえる。生産設備
導入に際する資本が、技術導入をしようとする企業に必要であることが想像され
る。図6－7で技術導入をする企業の問題点として資金不足が多くあげられてい
たのはここに関連しているものと思われる。技術導入先からの部品の供給状況は、
回答あった企業のうち、12．5％の企業が全面供給を受けるのみであり、生産設備
の技術導入先への依存に比べれば、技術導入先に対する依存度は低い。（図6－
9）また、主要な機械設備の供給国について回答があった範囲では米国をあげる
企業が70％以上を占めており、日本が約20％であり、この2国で90％以上を占めてい
る。（図6　－10）
図6　－　9　　技術導入先からの設備・部材の供給
技術導入先からの設備・部材の供給
図6　－10　機械設備の供給国
その他
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（この図では％は、
全回答度数に対する
各項目の回答度数の
割合）
第4節　生産水準に関する評価
（1）パソコンの製品及び生産技術に関わる自己評価
パソコンの製品及び生産技術について5つの項目（製造コストが高い、品質に
ばらつきがある、開発能力の不足、設計能力の不足、工程管理に問題がある）で
自己評価してもらったところ、製造コストが高いという問題があるという認識が
高い。全体の約3分の2が問題があるとしている。そのうち50％以上がかなり問題
がある、ないしは非常に問題が大きいとしている。（図6－11胃1）それに次い
で問題が大きいと認識された項目は設計能力の不足及び開発能力の不足で、問題
があるとした企業が全体の30％以上となっており、（図6－11－4）設計能力の不
足については、かなり問題、あるいは問題が大きいとして企業もある。
それに対し、品質にばらつきがある、工程管理に問題があるとした企業は少な
い。中国企業のPC機の生産コストが比較的高いということの主な原因は生産ロッ
トが少ないことが考えられる。調査企業の中で、生産台数が1万台以上の企業は
企業数で20％しかなく、1万台未満が大多数である。生産台数が最も少ないのはわ
ずか700台余りである。
晶質、工程については問題がないとしている。しかし、ヒアリ　ングによれば国
産品のうち、とくに中国ブランドの製品については、パソコンの信頼性にやや問
題があるというユーザーの声が聞かれたので、この結果をそのまま事実として受
け取ることには、疑問がある。
図6－11－1　パソコンの生産技術に関する問題（コスト）
問題が大きい
かなり問題
問題はある
問題は少ない
全く問題ない
無答
コストが高い
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図6－11－　2　パソコンの生産技術に関する問題（品質）
品質管理に問題
問題が大きい
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図6　－11－　3　　パソコンの生産技術に関する問題（開発能力）
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図6－11－4　　パソコンの生産技術に関する問題（設計能力）
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図6－11－　5　　パソコンの生産技術に関する問題（工程管理）
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（2）企業の生産・開発水準に対する評価
各企業の生産技術及び開発設計技術を世界的な水準と比較した。（図6　－12）
いずれも、比較的的先端をいっているという答えが回答のあった企業の半分程
度あり、中位のレベルとする答えも多くみられた。
図6－12　　企業の生産・開発水準に対する評価
生産技術、開発設計の世界的水準との比較
（3）技術の自立の程度
中国のパソコンの生産技術のうち、当該企業自身で自立的に運用又は開発する
ことができるか、あるいは他の企業に依存しているかを技術の種類別にたずね、
その自立度を指数化した（図6　－13）（注）。全般的に数値は高く、中国の企業
は自前で技術の運用、開発を行っている。しかし、技術の種類毎にやや違いがみ
られる。製品開発では自立度指数が100に近く、ほとんどが自己で行っている。
図6－13　　技術の自立度指数
品質管理
製品開発
生産設備補修
組立工程改良
検査技術改善
基本設計
ー43－
品質検査技術も自立度指数が高い。それに次いで品質管理、基本設計も自立度指
数が高いが、生産設備補修や組立工程改良、検査技術改善は相対的に自立度指数
が低い。
また、ハードを外部から導入していることが生産設備補修、検査技術改善とい
た面での相対的な自立度の低さにつながっているものと考えられる。
（4）自動機械化の状況
今回の調査結果から、回答があったうち27．3％の企業は生産設備を大部分自動
化しているとしている。しかしながら実態は中国のコンピュータ生産の特徴は部
品の組み立てを、労働集約的に行うということであり、生産の自動化はあまり進
んでいないとみられる。自動化が進んでいないのは、現段階の労働コストの低さ
に関係していると考えられる。
第5節　機械設備及び部品の調達の状況
（1）機械設備の導入
第3節で技術導入に伴って機械設備が外国から導入されている場合が多いこと
を示した。次いで中国で用いられているパソコン生産の機械設備がどこから調達
されているかをたずねた。この結果は、中国が機械設備の輸入、国産の割合を示
す。機械設備の技術に関してどの程度中国にその機械設備を作る技術が存在して
いるかを示す指標といえる。
パソコン生産の主要な9種類の機械設備のうち、中国で用いられているものが、
輸入されたものか、中国内に存在している合資または独資企業が生産したものか、
中国の国営企業等（外国の資本が入らない企業）で生産されたものかに分類した。
しかしながら、パソコン生産の主要な9種類の機械設備についての質問で、回
答が無かった場合がかなりあった。（図6　－14－1）回答がない場合については、
そもそもその機械設備が存在していないことも十分考えられる。
（注）自立度指数とは、基本設計や検査技術改善などいくつかの技術の種類毎に、「企業
の自主開発」に100、「一部を外部企業に依存」に67、「大部分を外部企業に依存」に33、
「全てを外部企業に依存」に0を与え、各企業の回答の平均をしたもの。
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図6－14　－1　主要機械設備の有無についての回答度数
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全体的に半分強の機械設備は外資系を除く中国企業が生産している。（図6－14
－2）輸入されている部分も半分弱ある。中国内の外資系企業が供給する割合は
少ない。種類別ではC A D、製品の組立試験設備は輸入によるものが大部分を占
める。部品の受け入れ検査管理システム、スイッチなどの機構部品の加工設備、
電子部品の実装装置、実験解析設備などでは中国企業が生産しているものが半分
以上であるが、輸入も多い。設計・情報管理システムでは輸入は少なく、購買管
理情報システム、工場内搬送設備では輸入はない。
これらから、全体としてみれば、機械設備については中国内で調達される割合
は半分以上であり、基本的な機械設備は自国で供給しているものと推定される。
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図6－14　－2　機械設備の自給度
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（この図では％は、各設備の全回答度数に対する各項目の回答度数の割合）
（2）部品の調達状況
インタビューによって、パソコン生産企業における主要な部品の調達の状況を
たずねた。パソコンを生産するのに各企業が用いる主要な9種類の部品について、
①中国内の企業で生産されているか、輸入品であるかをたずねた。②また、中国
内の企業で生産されているものについては、購入先の企業が中国の民族資本（国
営企業等）か、それとも外資系の会社かをたずねた。
これによりどの程度、中国メーカーが部品を生産する技術をもっているかとい
うことがわかる。また、外国企業による投資を通じての技術移転の様子を推測す
ることができる。
①中国国内調達／輸入別
その結果、パソコンの主要部品のうち、中国国内で調達できるのは約半分であ
り、残りの半分は外国からの輸入である。
国内で供給できる割合が高い部品　外側ケース（匡体）
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キーボード
電源装置
モニター
輸入に頼る割合が高い部品 フロッピィディスクドライブ
メモリ　ー
ハードディ　スクドライブ
C P U
各種集積回路
②部品生産企業の資本別
全体の部品のおよそ半分が輸入であり、半分が中国国内で生産されるものであ
る。さ　らに中国国内で生産されるうちの、およそ半分（部品全体の約4分の1）
が、中国国内に存在する外資系（合資または独資企業）企業が生産するものであ
るとみられる。残りは（部品全体の約4分の1）が中国の国営企業などの民族資
本が生産し、供給するものとなっている。
外側ケース、キーボード、電源装置、モニター、フロッピィディスクドライブ
などで外資系の企業が生産する割合が高いようである。
中国国内で生産され、パソコン生産企業が用いる部品のうちおよそ半分が外資
系企業によって生産されていることは、外国企業の投資による技術移転が進んで
いることを表していると考えられる。他方、全体の4分の1ではあるが中国の資
本の企業もそれらを生産する力をもっていることを示すと考えられる。
第6節　その他技術移転に関わる状況
（1）技術者及び研究者数
技術者数は回答のあった企業の一企業当たりの平均は657人であり、同じく研究
開発に携わる者の数は274人である。
技術者の需給状況を見ると、研究開発・設計技術者と機械技術者は不足してお
り、金属加工技術者は足りており、電子技術者はやや欠乏し、機械専業技術者は
かなり欠乏している（図6　胃15）。
（2）技術情報の入手状況
中国の企業は外部の技術情報に対するアクセスについて不足しているとする企
業が多い。（図6－16）（やや不足している、あるいは必要な情報しか得られな
い、大変不足している）
外部の技術情報の獲得手段としては、技術導入が首位で、大学との共同研究、
外国の技術書籍、各種博覧会、研究機関との共同研究が上位を占めている。関係
する他企業の情報や工業会・業界団体の割合が低い。（図6－17）
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図6－15　技術者の欠乏している領域（回答度数）
図6－16　　外部情報獲得の満足度
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図6－17　　重要な情報源
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第7章　まとめ
本研究の目的は、中国に対するパソコンの技術移転の状況を明らかにすること
であった。このためまず、第4章において、日本を含む世界のパソコン及び関連
製品の生産状況をみた。次いで第5章において、中国のパソコンの生産、市場、
技術の状況を述べた。そして、第6章において、中国に対するコンピュータの技
術移転の状況について主要な中国コンピュータ生産企業20社に対してアンケート
を行った結果をまとめた。このアンケートでは15社から回答を得た。その15社は
中国の国内生産台数（ユーザーアセンブリを除く）の約60％を占める。
広大な中国の状況を理解するにはそれらの作業だけでは十分ではないが、それ
により中国へのパソコン生産技術の移転の現状について、ある程度把握できた特
徴がある。
全体としては、経済の開放政策のなかで中国に対するパソコン生産の技術移転
は進んでいるといえる。しかし、その進み方については、技術の種類やレベルに
よって、技術移転が進む態様と程度は異なっている。
主な結果は以下のようである。
（1）技術移転の状況分析
技術移転は、外国企業の投資を通じて技術移転が行われる場合と中国の国有企
業等が外国から技術を導入する場合とに分けてみることができる。
①外国企業による投資
第4章でみたようにパソコン関連の外国企業の中国への進出は加速している。
パソコンの完成品組立、関連製品生産、部品生産のために中国に投資する外国企
業は米国系を中心に増加している。日本企業の中国での生産はパソコン関連製品、
部品が多いのが特色で、パソコン本体の生産を行うのは一部企業である。香港、
韓国、ヨーロッパの企業の進出も増えている。これは中国の開放政策、経済改革
の結果であると考えられる。また、第5章の中国の大手国有企業の動向調査及び
インタビュー調査によっても、外国の企業との合弁事業に積極的な姿勢がみられ
た。これらを通じて技術移転が進んでいるとみることができる。
②国有企業における技術導入
国有企業が外国から投資以外の手段で技術導入を行うことについては、アンケ
ートで過去に技術導入を行ったことがあるという企業が8割近くあり、技術導入
の効果については、ほとんどの企業でかなりまたは大変に成果があったと肯定的
に評価した。
i）技術導入先国
アンケートによって主な技術導入例について調べたところ、技術の導入先国と
しては米国が一番多く、日本が次いでいる。その他の国からの導入例は少なかっ
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た。
ii）技術導入に関する成功要因と問題
ア．技術導入が成功した原因　　　成功の原因としては、アンケート調査では導
入した技術が先進的であることと、中国に製品の市場があることがあげられた。
ィ．技術導入に関する問題　　　　技術導入側の問題としては、資金の不足、技
術者の不足が、技術供給側の問題としては、技術指導が不十分であること、高度
な技術を教えないこと、中国の社会条件の理解の不足があげられた。
③機械設備及び部品の調達
パソコンを生産するのに必要な機械設備や部品を生産する技術が中国に存在し
ているかについて、その調達先等から推定を試みた。
i）機械設備の調達
アンケート調査によれば、中国のパソコン生産企業では、自動機械化はあまり
進んでいない。中国のパソコン生産企業で使用されている機械設備の調達先につ
いては、全体としてみると半分程度の機械設備は中国内で供給できているとみら
れる。組立ロボット、C AD等は輸入が多い。また、外国企業から技術導入を行
っている企業では、機械設備を技術導入先の外国企業に依存しているところが多
い。
ii）部品の調達
パソコンの主要部晶の国産化率についてインタビューで質問した。国産化され
ていれば中国に生産技術が存在していることを示している。そのうち外国から技
術が移転されたものが含まれていると考えられる。部品によって、国内調達率は
大きく異なった。
外側ケース、モニター、キーボード、電源装置などは国産化が進んでいる。
ハードディスク、I C、メモリー、C P Uなどは輸入に頼っている。調達先の
企業が外国との合資か中国の民族資本企業かという種類を聞いてみると、国産化
が進んでいるもののうち、企業の国籍別でみると合資企業など外国の投資によっ
て技術移転が進められたものが半分程度とみられる。
また、外国から技術導入を受けた企業では、部品材料について半分以上を導入
先から供給を受けているとするところが多い。
これらから、中国内でパソコンの生産に必要な機械及び部品の基礎的なものの
調達は可能であり、一定の技術基盤は存在しているものとみることができる。他
方、より技術が高度な機械や部品については、外国からの輸入に頼っており、技
術導入が達成されていないことがわかる。
④その他のアンケート結果の特徴
その他に技術移転に関連する主要な事柄をあげる。
i）技術情報源
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技術情報源として重要なのは、アンケート調査によれば外国からの技術導入と
いう回答が多い。また、大学との共同研究、外国書籍などが多いとしている。そ
れに対して、国内の関連企業が技術情報源であるという回答の割合は少ない。
ii）技術者の充足状況
パソコンの設計を行う技術者が不足している。また機械技術者も不足している
という企業が多い。他方、金属加工技術者はあまり欠乏していない。
（2）国際的な生産体制と技術移転
中国に対する技術移転については、各国の技術水準が影響を及ぼすものと考え
ることができる。広く知られているようにパソコンのC P UやO Sに関する技術
では米国が優れている。米国企業が早くから多くの企業が中国に投資をしている
のは米国のこれらの技術優位が影響しているものと思われる。
また、日本は各種の集積回路、液晶表示板、ノート型パソコンやC D R OMド
ライブ、プリンターなどの製品及び精密電子製品の生産設備に優れている。日本
からの技術移転は、パソコン関連製品、部品の現地生産及び生産機械の輸出を通
して行われている。
磁気記憶装置はシンガポール等A S E AN諸国の生産が多く、それらの国から
はいまだ技術移転がなされるという段階ではなく、部品の輸入が多いものと考え
られる。
（3）中国におけるパソコンの生産、市場、技術の状況
中国におけるパソコンの生産、市場、技術の状況の概略をまとめる。
①生産
中国のコンピュータ開発は、1950年代末から軍事・科学用として国策で行われ
てきた。1980年代から徐々にコンピュータの工業化が進み、1990年代には大手国
有企業集団を中心にパソコンの生産が拡大した。また、開放政策の実施と中国の
パソコン市場の拡大により、外国企業の生産拠点の設立が進んだ。米国のパソコ
ン生産企業は合弁企業ないし独資企業を設立している。台湾、日本の企業は部品
や周辺機器の投資が多い。
②市場
1995年現在、中国のパソコン市場は、輸入品が半分弱を占めている。中国企業
のブランドのパソコンが約4分の1弱、残りはユーザーアセンブリーといわれて
いる。国産のパソコンはほとんどが国内市場向けであり、輸出は少ない。
③技術
アンケート結果からみると、中国パソコン企業が現在抱える生産技術上の問題
としてはコストが高いこと、設計及び開発能力が低いことがあげられる。技術の
自立度（技術を企業自身で運用等ができる度合い）をみると、製品開発や品質検
査では自立度が高いが、生産設備補修や組立工程改良、検査技術改善では相対的
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に自立度は低い。また、パソコン生産の自動機械化は、国産化されている搬送設
備などを除いてあまり進んでいない。
なお、中国のパソコン生産企業及びそのパソコンのユーザーであるソフトウェ
ア開発企業に対して行ったインタビューでは、国産ブランドのパソコンについて、
部分的に一定のレベルに達しているものの、信頼性が劣る、あるいは価格が高い
などのあまり高い評価はされていなかった。
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第8章　所感一一中国のパソコン産業の今後の展開について
中国へのパソコン技術の移転について調査を行ってきた。最後に、中国の生産
技術の特徴と、中国企業のパソコン生産の技術の高度化を進める観点から政策や
制度について所感を述べる。
（1）中国の生産技術の特徴について
調査全般から、中国のパソコン生産と技術に関して、同様に工業化が進むA S
EAN諸国とは違う点として想像できることは、中国では自国の企業、大学など
において基礎的な技術力を有しているということである。機械設備では搬送設備
などはすべて中国内で供給される。また技術情報源としては大学との共同研究が
上位にあげられている。パソコンの大手企業集団のルーツは大学等の研究所であ
ることが多い。基礎的な科学技術の存在が中国のパソコン産業の基礎をなしてい
る。また、自国に膨大な潜在市場がある。
他方、中国のそれらの企業も自らの技術だけではなく、外国からの技術導入に
よって生産性を高め、市場ニーズに合致した製品作りを行っている。現状では、
中国の賃金の安さを反映して工程の自動化はあまり進んでいない。今後、外国の
技術を中国の状況に応じてうまく導入するとともに、技術開発力を高め、技術導
入と開発をともに行っていく必要があろう。
（2）政策について
今後の中国の政策、制度には以下の点に留意する必要が感じられた。
（丑市場への適合と経営の柔軟性
パソコンの技術革新は著しい。最適な技術を採用するためには、企業経営が事
態に柔軟に対応していくことが必要である。これまで以上に企業の経営に自主性
と柔軟性を与えることが必要と考えられる。
（診技術導入の促進の重要性
外国からの技術導入が企業の存続に重要である。そのためには、企業における
技術導入資金の留保、外国企業との提携の機会の増加、技術導入を効率的に行え
る技術者の養成が必要と考えられる。
自動機械設備の導入については必要性に応じて慎重に行うべきではないかと思
われる。他方、晶質管理技術と生産管理技術の導入は積極的に行う必要性が高い
と考えられる。
③部品、ソフト産業の育成
パソコンの組立生産は世界的には付加価値が低下している。より付加価値の高
い部分は部品、ソフト等である。これらの産業の育成にいっそう努めることが必
要と考えられる。
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④企業間の情報流通の促進
今回調査で、中国内の関連企業が技術情報源とする割合が低かった。国内企業
間の連携が十分に働いていない可能性がある。経営、技術面の企業情報の開示や
情報交換の機会の増加が必要と考えられる。
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参考資料
調査票（日本語訳）
1．企業概要
卜1　企業名
ト2　住所
ト3　郵便番号
卜4　電話番号
ト5　ファックス番号
ト6　会社創立年
ト7　資本金　（
ト8　1994年全従業員数
ト9　1994年総売上高　　　（
）万元
）万元
ト101994年企業生産高増加率　　　％、利潤率　　　％
ト111994年研究開発費支出総額（　　　　　　　　）万元
卜12　企業の分類　　　1国有企業　2　集体企業　3　郷鎮企業　4　私営企業
5　株式企業　6　外商独資企業　7　合資企業　8　合作企業
ト13　外資系の場合の資本割合
中国投資企業割合　（　　　　％）
外国投資企業　（国・地域名、 ％）
2．企業の主要生産状況
2－11994年の主要生産品目、売上高
主要生産品目　　　　年間生産数量　　　　売上高
第1位（　　　）　　　　　　（　　　）台　　　　（　　　）万元
第2位（　　　）　　　　　　（　　　）　　　　　（　　　）
第3位（　　　）　　　　　　（　　　）　　　　　（　　　）
2－2　5年前の主たる事業
1現在と同じ。
2　現在とは違う。当時の主たる事業内容（　　　）
2－3　コンピュータ事業の比重　　　　総売上高のうち、（）％
2－3　生産するパーソナルコンピュータのタイプ
l HM互換機　2　その他（　　　　　　　）コンピュータ生産の概要
2－3－1　搭載するC P Uの商品名（インテル486など）
2－3－2　パーソナルコンピュータのアプリケーションソフトの主な用途
1表計算　2　ワードプロセッサ　3　データベース　　4　経理・会計
5　その他（　　　　　　　）
2－3－3　パーソナルコンピュータの形式
1デスクトップ　2　ラップトップ　3　ノート型　4　サーバー
5　その他（　　　　　　　）
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2－4　コンピュータの販路（比率）
1国内企業　（）％
2　輸出　　　　（）％
全輸出を100
％と　したとき
の内訳
アジア
欧州
北米
その他
（???（???（???（
??
???????） ） ）???）
3　技術導入状況
3－1　過去の外国企業からの技術導入について
ある　　　ない
「ある」場合には、主な技術導入について相手企業の年、国、企業、
導入内容、融資の有無を記載
年 国 相手企業名 内容　　 融
3－2　技術導入による成果
1たいへん成果があった
2　かなり成果があった
3　あまり成果がなかった
4　成果がなかった
5　わからない
3－3技術導入する際の問題点
3－3－1技術を供与する側の問題点
1技術指導が不十分
2　高度な技術の供与に消極的
3　技術を指導する要員がいない
4　中国の産業・社会事情に疎い
5　技術を教えるために必要な語学力に乏しい
6　問題はない
7　その他（
資の有無
3－3－2技術を導入する側の問題点
1技術の内容を理解できる技術者が不足
2　品質管理等の管理・運営体制が不十分
3　資金が不十分
4　関連産業やインフラ（通信・電気・上下水道）が未発達
5　技術を用いて生産するのに必要な機械、工具、材料、部品が得られない
ー58－
6　問題はない
7　その他（
3－4　技術導入に伴う生産設備機械・部品材料の供給
技術導入先から、設備、部品材料等の供給を得ているか
1全面的に供給を得ている。
2　半分以上について供給を得ている。
3　半分未満について供給を得ている。
設備　部品材料
□　　　□
□　　　□
□　　　□
4　かつては供給を得たが、現在では供給を得ていない。　ロ　　　ロ
5　まったく供給を得ていない。
3－5　技術導入の成功又は不成功の主要原因
成功要因
1市場が有る
2　資金が充足している
3　導入技術が先進的である
4　部品原材料の供給があった
5　生産設備の供給があった
6　技術力が強かった
7　管理が厳格であった
8　その他
□　　　□
（2つまで選択）
不成功要因
市場が無い
資金は不足している
導入技術が先進的でなかった
部品原材料の供給がなかった
生産設備の供給がなかった
技術力が不足していた
管理が不十分であった
その他
4　合資合作企業状況
4－1合資・合作企業である場合には、相手企業の国、企業、資本割合を列挙
する。　（国名、企業名、資本割合）
4－2　合資の際の技術導入の形態
以下のうち、該当するものすべてを選択する。
1　合弁設立時に、技術の提供があった。
2　技術導入契約を、合弁設立時以降に交わした。
3　合弁事業に付随する経営ノウハウの移転として技術が移転された。
（特に明確な技術導入の形態をとっていない。）
4　合弁時の設備機械の導入に伴い技術が導入された
5　その他（　　　　）
5　主要設備状況
5－1　主要製造設備について、主にどこが製造元であるか、以下の1から5を選択する。
主要設備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設備生産企業
（1）開発設計関係
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C A D
シミ　ュ　レーター
設計情報管理システム
（2）生産製造関係
購買生産支援システム
部品の受け入れ検査・管理設備
スイ　ッチ等機構部品の加工検査設備
電子部晶の実装・試験設備
製品の組立試験設備
搬送設備
選択肢
1中国内にある現地資本企業
2　中国内にある外国との合弁企業
3　外国からの輸入（この場合、相手国名を記す。）
4　中国内にある外国独資企業
5　自社生産
ト2　生産設備の自動化度
1全部自動化　　　2　大部分自動化
4　自動化されているのは少ない
6　　現在の製造技術の問題点
6－1　主要問題
選択肢から一つを選ぶ。
1製品コストが高い
2　晶質にばらつきがある
3　新製品開発の力が不足している
4　部品設計の力が不足している
5　工程管理が十分ではない
3　半分が自動化
5　自動化されていない
??? ????????????????? ????????????? ?????????????????? ???? ???
6－2　あなたの企業のパソコンの開発・設計状況を国際的な水準と比較して
下さい。
開発設計面　　　　生産技術面
1国際水準の先頭にいる
2　国際水準から進んでいる
3　国際的にみて平均的である
4　国際的に遅れている
5　国際的に大きく遅れている
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7　工程別技術自立度
以下のパソコンの技術分野について、選択肢1から5のうち、あてはまるもの一
つを選ぶ。
技術分野
】設計（コンピュータ基本設計）
2　検査技術の改善
3　組立工程改良・改善
4　製造機器のメンテナンス
5　製品開発
6　品質保証
選択肢
1自社で開発している。
2　他社に依存している部分（一部外注）がある。
3　他社に多くの部分依存している。
4　他社にほとんど全面的に依存している。
5　その他（　　　　　　　　　　）
）??）??）??）??）??）??????????????????
8　技術者・研究者数
企業にいる技術者・研究者について問う。
8－1技術者・研究者数　　　技術者（　　　）人、研究者（　　　）人
8－2　技術者研究者の専門分野
8－3　技術者・研究者が不足している専門分野
8－4　技術者・研究者の不足状況
とても不足　かなり不足　　　やや不足　不足していない
金属加工技術者　　　　　□
機械技術者
電子技術者
研究者
□
□
□
□
［⊃
□
□
□
［］
口
車
□
9　技術情報の獲得
9－1技術情報の獲得手段
技術情報の獲得手段として重要なものを、以下の選択肢のうちからすべて選んでもらう。
1外国の技術書、雑誌関連他社からの情報
2　技術協会
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3　国公立研究所との共同研究
4　大学との共同研究
5　関係する企業からの情報入手
6　技術導入
7　関連する技術・商品の国際的博覧会、商談会からの情報
8　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
9－2　外部から十分な技術情報を得られているでしょうか
1完全に満足している。
2　基本的に満足している。
3　少し不足している。
4　必要な情報しか得られない。
5　大変不足している。
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質問内写 数量 単位
1 ．企業概要
卜8 1994年全従 業員数 （合計） 33172人
卜9 1994年総売上高 8 15900 万 元
ト10 1994年企業生産 高増加率 47．6 ％
ト11 1994年研究開発費支 出総額 7114
11
万 元
杜
ト12 企業の分類
1 国有企業
2 集体企 業 0 〝
3 郷鎮企業 0 〝
4 私営企業 0 〝
5 株式企 業 3 〝
6 外商独資企業 0〝
7 合 資企業 1〝
8 合作企業 0〝
2 ．企 業の王事生産状況
10杜
〝
〝
2－2　 5 年前の主た る事 業
1 現在 と同 じ。
2 現在 とは違 う。 5
9
2－3　 生産するパ ーソナル コン ピュータのタイプ
1 用H互換機
2　その他 6
7
〝
〝
2－3－2　 パ ソコ ンの主な用途
1 表計算
2　ワー ドプロセ ッサ 11〝
3 データベース 9〝
4 経理 ・会計 6〝
5 その他 7
14
〝
〝
2－3－3 パ ソコンの形式
1 デスク トップ
2 ラップ トップ l〝
3　ノー ト型 2〝
4　サーバー 7〝
5 その他 3
15
〝
〝
2－4　 パ ソコンの販路
1 国内
2 輸出 2 〝
3　 技術導入状況
11杜
3－1 過去の外国企業 か らの技 術導入 につ いて
l ある
2　ない 3
1
〝
〝
3－2　 技術導入による成 果
1 たいへん成果が あった
2 かな り成果が あった 11
0
0
〝
3 あま り成果がな かった 〝
4 成果がなか った 〝
5 わか らな い 1
4
3
0
3
0
3
1
〝
〝
3－3技術導入する際の問題点
3－3－1技術を供 与する側の問題点
1 技術指導が不十分
2 高度な技術 の供 与 に消極的 〝
3 技術を指 導する要員が いな い 〝
4 中国の産 業 ・社会事情 に疎 い 〝
5 技術を教えるため に必要な語学 力 に乏 しい 〝
6　問題はな い 〝
7 その他 〝
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3－3－2技術 を導入す る側の問題点
4
1
8
0
0
2
1
5
3
0
2
0
1
5
0
2
0
6
杜1 技 術の内容を理解で きる技術者が不足
2 品質管理等の管理 ・運営体制 が不十分 〝
3 資金が不十分 〝
4 関連産業やイ ンフラが未発達 〝
5 技術 に必要な機械 、工具 、材料、部 品が得 られ ない 〝
6　問題はない 〝
7 その他 〝
〝
3－4 技術 導入 に伴 う生産設備機械 ・部品材料の供給
技術 導入先か ら、設備 、部 品材料等の供給 を得 ているか
設備
1 全面 的に供給 を得て いる。
2 半分以 上について供給を得て いる。 〝
3 半分未満 につ いて供給を得ている。 1J
4 か つては供給 を得たが、現在では供給を得ていな い。 〝
5 まった く供給 を得て いな い。 〝
〝
部 品材 料
1 全面的 に供給を得て いる。
2 半分以上 について供給を得ている。 〝
3 半分未着 につ いて供給を得ている。 〟
4 か つて は供給を得たが、現在では供 給を得ていない。 〝
5 まった く供給を得て いない。 〝
〝
3－5 技術導入の成功の主要原因 （2 つまで選択）
成功要 因
1 市場が有る
2 資金が充足 している 0〟
3 導入技術が先進的である 7 〝
4 部品原材料の供給があった 1〝
5 生産設備の供給があ った 3
4
1
〝
6 技術力が強か った 〝
7 管理が厳 格であ った 〝
8 その他 0〝
4　 合 賃合作企業状況
4
1
0
社
〝
4－2 合資の際の技術導入の形態
1 合 弁設立時 に、技術の提供があ った。
2　 技術 導入契約 を、合弁設立時以降 に交わ した。
3　 合 弁事業 に付 随す る経営 ノウハ ウと して移転 され た。 〝
4　 合 弁時の設備機械の導入 に伴 い技術が導入 された 2〝
5　 その他 2〝
5　 主要設備状況
0 社
〝
5－2 生産設備の 自動化度
1 全部 自動化
2 大部 分 自動 化 3
3 半分 が 自動化 4 〝
4　自動化 され ているのは少な い 4 〝
5　自動 化され ていな い 0 rJ
6　 現 在の製造 技術 の問題点
2杜
〝
6－1 主要問題
1 製品 コス トが高 い
1 大変に問題だ
2　 かな り問題だ 6
3　 問題が ある 2〝
4　 問題は少ない 3〝
5　 問題はな い 0 〝
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2 晶質 にばらつきがある
0 〝1 大変 に問題だ
2　 かな り問題だ 0 〝
3　 問題がある 3 〝
4　周 題 は少な い 8 〝
5　 問題 はな い 2
0
〝
〝
3 新製 品開発の 力が不足 して いる
1 大変 に問題だ
2　 かな り問題だ 0 〝
3　 問題が ある 5 〝
4　 問題 は少な い 6 〝
5　 問題 はな い 1
1
〝
〝
4 部品設計の力が不足 している
1 大変 に問題だ
2　 かな り問題だ 1 〝
3　 問題がある 3 〝
4　 問題 は少な い 4 〝
5　 問題 はな い 1
0
〝
〝
5 工程管理が十分ではな い
l 大変 に問題だ
2　 かな り問題だ 0 〝
3　 問題がある 3 〝
4　 問題は少ない 5 〝
5　 問題はない 2
2
〝
〝
6－2　 あなたの企業のパ ソコンの開発 ・設計状況を国際的な
水 準 と比較 して下さい。
開発設 計面
1 国際水準 の先頭にいる
2 国際水準か ら進んでいる 7 〝
3 国際的 にみて平均 的で ある 4 〝
4 国際的 に遅れている 1
1
0
〝
5 国際的 に大 きく遅れている 〝
〝
生産技 術面
1 国際水準の先頭にいる
2 国際水準か ら進んでいる 7 〝
3 国際的 にみて平均 的で ある 5 〝
4 国際的 に遅れて いる 1 〝
5 国際的 に大 きく遅れて いる 0 〝
7　 工程別 技術 自立度
11社
技術分 野
1 設計 （コン ピュータ基本設計）
1 自社 で開発 している。
2 他社 に依存 している部分 （一部外注）があ る。 2 〝
3 他社 に多 くの部分依存 して いる。 1 〟
4 他社 にほ とんど全面 的に依 存 して いる。 1 〝
5 その他 0
7
〝
〝
2 検査技術の 改善
1 自社 で開発 している。
2 他社 に依存 している部分 （一部外注）が ある。 3 〝
3 他社 に多 くの部分依存 して いる。 3 〝
4 他社 にほ とんど全面 的に依 存 している。 1
0
〝
5 その他 〝
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3 組立工程改 艮 ・改善
7 〝1 自社で 開発 して いる。
2 他社 に依 存 して いる部分 （一部外注）が ある。 5 〝
3 他社 に多 くの部分依存 している。 2
0
0
6
〝
4 他社 にほ とん ど全面 的に依存 して いる。 〝
5 その他 〝
〝
4 製造機器 のメンテナ ンス
1 自社で 開発 して いる。
2 他社 に依 存 して いる部分 （一部外注）が ある。 7 〝
3 他社 に多 くの部分依存 している。 1〝
4 他社 にほ とん ど全面的 に依存 している。 0
l
14
〟
5 その他 〝
〝
5 製品開発
1 自社 で開発 して いる。
2 他社 に依 存 して いる部分 （一部外注）が ある。 1
0
〝
3 他社 に多 くの部分依存 して いる。 〟
4 他社 にほとん ど全面的 に依存 している。 0
0
12
〝
5 その他 〝
〝
6 品質保証
1 自社 で開発 して いる。
2 他社 に依 存 して いる部分 （一部外注）が ある。 2 〝
3 他社 に多 くの部分依存 して いる。 1〝
4 他社 にほ とん ど全面的 に依存 している。 0 〝
5 その他 0 〟
8　 技術者 ・研 究者敢
9194人
企業にいる技 術者 ・研究者 につ いて 問う。
8－1 技術者 ・研究者致　　 技術者致 （合計 ）
研 究者放 く合計） 3846
0
入
社
〝
8－4 技術者 ・研究者の不足状況
1 金属加 工技術者
1 とても不足
2　かな り不足 1
3　やや不足 3 〝
4　不足 していない 6
1
〝
〝
2 機械 技術者
1 とて も不足
2　かな り不足 5 〝
3　やや不足 2 〝
4　不足 していない 3
0
〝
〝
3 電子技術者
1 とて も不足
2　かな り不足 3〝
3　やや不足 7 〝
4　不足 していない 2
2
〝
〝
4 研究者
1 とて も不足
2　かな り不足 7
4
0
〝
3　やや不足 〝
4　不足 していない 〝
9　 技術情報の獲得
8社
9－1技術情報 の獲 得手段
1 外国の技術書 、雑 誌関連他社 か らの情報
2 技術 協会 3〝
3 国公立研究所 との共同研究 5 〝
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関係する企業からの情報入手
技術導入
関連する技術・商品の国際的博覧会、商談会からの情報
その他
9－2外部から十分な技術情報を得られているでしょうか
1完全に溝足している。
2基本的に溝足している。
3少し不足している。
4必要な情報しか得られない。
5大変不足している。
??????? ?????????
?????????
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付　記
本研究は、日本の科学技術政策研究所が、中国の研究機関とはじめて行った共
同研究である。社会制度が大きく異なる中国と日本で社会科学の研究を行うのは、
難しい面があるが、それを乗り越えてここに一つの成果をあげることができた。
本研究を行うにあたって、科学技術促進発展研究中心と科学技術政策研究所の
多くの方々に御支援と御助言をいただいた。ここに深く感謝いたします。また、
中国、日本でインタビューやアンケート等に応じていただいた企業の方々や、協
力をいただいた両国の政府の諸部門の方々に、厚く御礼を申し上げます。
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